
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 900 

計 4,665 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 4,665 3,765 

市長段階査定額 4,665 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】総務係　0857-20-3352
【１０次総の施策体系】1102
【事業の経過及び背景】 
　急速な技術の発展と、国家間経済の活性化の強まりにより、社会の国際化が進展してい
る。そこで、本市は、人づくりの観点から、グローバル人材の育成を重要課題に掲げ、各
中学校にＡＬＴを配置したり、教育センターで「きなんせ！イングリッシュワールド/
キャラバン」の英語教室を開催するなど、生きた英語に触れる取り組みを実施している。

【事業の目的及び効果】
　さらなるグローバル教育を推進するため、次代を担う中学生を海外に派遣し、異文化に
触れる機会を提供することで、国際的感覚の優れた人材の育成を図る。　 
 
【事業の内容・実績】
　生徒10名を英語圏域の国に派遣し、学校（生徒間）交流やホームステイなどの多様な文
化と歴史に触れる短期間（5日程度）研修を行う。派遣先には、安全・ 安心面で他の自治
体からの実績があり、且つ、生徒の精神・体力面などを考慮し、移動時間や時差などが少
ないシンガポールを予定している。（報償費、旅費、委託料等）
 （１）公募（5月）選考会（6月）
（２）事前研修（7～8月）事前研修（語学研修、郷土芸能取得など）
（３）派遣研修（8月）派遣先　シンガポール市内
　　○参加費　９万円/人　（渡航費用の１/３程度）
　　○内　容　学校訪問、ホームステイ、施設見学など
　　○派遣後　報告書を作成し、各学校へ学んだことをフィードバックさせる。　 
 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 ＊その他財源の諸収入は、参加費。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 4,776 

総務部長段階査定額 4,665 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 国際理解教育推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

教００１ 項　　目　　名 鳥取市グローバル人材育成事業費
新規
事業

〇

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,844 諸収入 0 

計 82,688 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 14,444 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 82,688 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 61,400 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　建設からかなりの年数が経過した学校施設が多く、児童・教職員の安全を確保するとと
もに、教育環境の改善を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　学校施設の耐用年数を長く維持するため、定期的に大規模な改修を行い、機能回復及び 
施設の劣化防止を図る。 特に、老朽化が著しいトイレについて、洋式化も含め年次的に計
画し取り組む。
 
【事業の内容】 
　浜坂小学校トイレ改修、美保南小学校消火配管改修、明徳小学校トイレ改修設計、空調
設備更新 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　７３，５７１千円 
　　委託料　　　　　　　５，３２１千円 
　　（実施設計、工事監理） 
　　賃借料（空調整備）　３，３８１千円 
　　事務費　　　　　　　　　４１５千円 
　　計　　　　　　　　８２，６８８千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 小学校費

目 学校管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 83,195 

総務部長段階査定額 82,688 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校維持補修費 ページ 273 所　　属　　名

教００２ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・大規模）
新規
事業

-216-－ 216 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 900 

計 4,665 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 4,665 3,765 

市長段階査定額 4,665 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】総務係　0857-20-3352
【１０次総の施策体系】1102
【事業の経過及び背景】 
　急速な技術の発展と、国家間経済の活性化の強まりにより、社会の国際化が進展してい
る。そこで、本市は、人づくりの観点から、グローバル人材の育成を重要課題に掲げ、各
中学校にＡＬＴを配置したり、教育センターで「きなんせ！イングリッシュワールド/
キャラバン」の英語教室を開催するなど、生きた英語に触れる取り組みを実施している。

【事業の目的及び効果】
　さらなるグローバル教育を推進するため、次代を担う中学生を海外に派遣し、異文化に
触れる機会を提供することで、国際的感覚の優れた人材の育成を図る。　 
 
【事業の内容・実績】
　生徒10名を英語圏域の国に派遣し、学校（生徒間）交流やホームステイなどの多様な文
化と歴史に触れる短期間（5日程度）研修を行う。派遣先には、安全・ 安心面で他の自治
体からの実績があり、且つ、生徒の精神・体力面などを考慮し、移動時間や時差などが少
ないシンガポールを予定している。（報償費、旅費、委託料等）
 （１）公募（5月）選考会（6月）
（２）事前研修（7～8月）事前研修（語学研修、郷土芸能取得など）
（３）派遣研修（8月）派遣先　シンガポール市内
　　○参加費　９万円/人　（渡航費用の１/３程度）
　　○内　容　学校訪問、ホームステイ、施設見学など
　　○派遣後　報告書を作成し、各学校へ学んだことをフィードバックさせる。　 
 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 ＊その他財源の諸収入は、参加費。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 4,776 

総務部長段階査定額 4,665 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 国際理解教育推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

教００１ 項　　目　　名 鳥取市グローバル人材育成事業費
新規
事業

〇

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,844 諸収入 0 

計 82,688 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 14,444 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 82,688 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 61,400 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　建設からかなりの年数が経過した学校施設が多く、児童・教職員の安全を確保するとと
もに、教育環境の改善を図る必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　学校施設の耐用年数を長く維持するため、定期的に大規模な改修を行い、機能回復及び 
施設の劣化防止を図る。 特に、老朽化が著しいトイレについて、洋式化も含め年次的に計
画し取り組む。
 
【事業の内容】 
　浜坂小学校トイレ改修、美保南小学校消火配管改修、明徳小学校トイレ改修設計、空調
設備更新 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　７３，５７１千円 
　　委託料　　　　　　　５，３２１千円 
　　（実施設計、工事監理） 
　　賃借料（空調整備）　３，３８１千円 
　　事務費　　　　　　　　　４１５千円 
　　計　　　　　　　　８２，６８８千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 小学校費

目 学校管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 83,195 

総務部長段階査定額 82,688 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校維持補修費 ページ 273 所　　属　　名

教００２ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・大規模）
新規
事業

-216-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 578 諸収入 0 

計 10,978 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 10,978 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 10,400 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　福部地域では、保護者・地域・教職員等の参画による推進委員会を立ち上げ、平成２８
年４月に幼小中１０年間の一貫校が校舎分離型で開校する。一貫校として最大限の効果を
得るため、平成３０年４月の校舎一体型を目指して現小学校校舎を主体とした施設整備を
行う。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市立福部幼稚園・小学校・中学校において、地域と学校の協働による幼小中一貫校
づくりを進めるため、子どもたちの安全や衛生環境の改善、教育の将来の姿を見据えた環
境整備を図る。

【事業の内容】 
　幼小中一貫校に向けた、福部小学校及び中学校の校舎改修に係る実施設計業務
　委託料（建築改修・設備改修実施設計）　１０，９７８千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 小学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 10,978 

総務部長段階査定額 10,978 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 大規模改造事業費（小学校） ページ 275 所　　属　　名

教００３ 項　　目　　名 大規模改造事業費（小学校）
新規
事業

〇

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,377 諸収入 0 

計 187,043 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 20,966 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 187,043 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 157,700 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　近年の猛暑や生活様式の変化により、学校施設における暑さ対策は重要な課題となって
いる。すでに空調設備が設置されている職員室や保健室等に加え、平成２６年～２９年の
間にすべての中学校３年生の普通教室と特別教室への空調設備の設置を計画的に進めてい
る。

【事業の目的及び効果】 
　補習などで夏期休業中の教室利用が多い中学校３年生の普通教室と、特別教室への空調
設備の整備を行い、児童・生徒の健康管理、教育環境の充実を図る。
 
【事業の内容】 
　・設計 業務
　　中学校空調設備改修（３校） 
　・工事内容 
　　中学校３年生普通教室及び特別教室空調設備整備工事（高草中、国府中、江山中） 
　　　　　 
　・内訳 
　　委託料（実施設計）　　　１１，６４２千円 
　　工事費　　　　　　　　１７５，４０１千円 
　　計　　　　　　　　　　１８７，０４３千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校管理費

前年度当初予算額 182,239 

本年度要求額 203,905 

総務部長段階査定額 187,043 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校維持補修費 ページ 277 所　　属　　名

教００４ 項　　目　　名 学校維持補修費（中学校・大規模）
新規
事業

-217-－ 217 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 257,500 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 14,197 諸収入 0 

計 291,188 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 19,491 0 

291,188 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　北中学校校舎のうち、昭和３６、３８、４０、５２年に建設の校舎６棟が耐震性の低い 
建物と診断され、補強が必要となったため、耐震補強工事の実施に向けた審査機関の評定 
取得を平成２３年度に行った。しかし、このうちの５棟が地盤沈下の影響が激しく、補強 
工事だけでは耐震効果が出ないと判断されたため、校舎改築を行うこととした。 

【事業の目的及び効果】 
　平成２５～２８年度で校舎を改築・改修し、教育環境を整備する。 
　 
【事業の内容】 
　・面積・構造 
　　校舎：鉄筋コンクリート造　３階建（一部４階）延床面積　３，６０６㎡ 
　・工事内容 
　　渡り廊下増築、大規模改修（外壁・床・空調設備・トイレ）、グラウンド整備工事 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　　２７６，３９３千円 
　　仮設渡り廊下借上料　　　５，０７２千円 
　　工事監理委託料　　　　　７，１３０千円 
　　事務費　　　　　　　　　２，５９３千円 
　　計　　　　　　　　　２９１，１８８千円　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 458,518 

本年度要求額 291,188 

総務部長段階査定額 291,188 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 北中学校校舎改築事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００５ 項　　目　　名 北中学校校舎改築事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 353,700 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 428 諸収入 0 

計 408,872 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 54,744 0 

408,872 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　青谷中学校の校舎のうち、昭和３４，３５年に建設の校舎２棟が耐震性能の低い建物と 
診断され、補強が必要となったため、耐震補強工事に向けた審査機関の評定取得を平成２ 
４年度に行った。しかし、建物の老朽化に伴う劣化が激しいことやコンクリートの中性化 
の進行、地盤沈下の影響などにより補強工事に付随する改修工事に多額の経費を要する 
こととなるため、校舎改築を行うこととした。 

【事業の目的及び効果】 
　校舎改築を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保するととも 
に、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 

【事業の内容】 
　・構造・面積 
　　校舎：鉄筋コンクリート造　３階建　延床面積　約２，３３３㎡ 
　　　　　（既存校舎解体撤去　２，６４９㎡） 
　・工事内容 
　　校舎改築工事（平成２７～２９年度） 
　　　 
　・内訳 
　　校舎改築工事費　　　　　　　　　３０７，３７６千円 
　　工事監理委託料　　　　　　　　　　　８，１７８千円 
　　仮設教室棟賃貸借　　　　　　　　　９１，４４５千円 
　　事務費　　　　　　　　　　　　　　　１，８７３千円 
　　計　　　　　　　　　　　　　　　４０８，８７２千円　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 619,814 

本年度要求額 428,872 

総務部長段階査定額 408,872 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 青谷中学校校舎改築事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００６ 項　　目　　名 青谷中学校校舎改築事業費
新規
事業

-218-－ 218 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 257,500 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 14,197 諸収入 0 

計 291,188 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 19,491 0 

291,188 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　北中学校校舎のうち、昭和３６、３８、４０、５２年に建設の校舎６棟が耐震性の低い 
建物と診断され、補強が必要となったため、耐震補強工事の実施に向けた審査機関の評定 
取得を平成２３年度に行った。しかし、このうちの５棟が地盤沈下の影響が激しく、補強 
工事だけでは耐震効果が出ないと判断されたため、校舎改築を行うこととした。 

【事業の目的及び効果】 
　平成２５～２８年度で校舎を改築・改修し、教育環境を整備する。 
　 
【事業の内容】 
　・面積・構造 
　　校舎：鉄筋コンクリート造　３階建（一部４階）延床面積　３，６０６㎡ 
　・工事内容 
　　渡り廊下増築、大規模改修（外壁・床・空調設備・トイレ）、グラウンド整備工事 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　　２７６，３９３千円 
　　仮設渡り廊下借上料　　　５，０７２千円 
　　工事監理委託料　　　　　７，１３０千円 
　　事務費　　　　　　　　　２，５９３千円 
　　計　　　　　　　　　２９１，１８８千円　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 458,518 

本年度要求額 291,188 

総務部長段階査定額 291,188 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 北中学校校舎改築事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００５ 項　　目　　名 北中学校校舎改築事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 353,700 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 428 諸収入 0 

計 408,872 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 54,744 0 

408,872 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　青谷中学校の校舎のうち、昭和３４，３５年に建設の校舎２棟が耐震性能の低い建物と 
診断され、補強が必要となったため、耐震補強工事に向けた審査機関の評定取得を平成２ 
４年度に行った。しかし、建物の老朽化に伴う劣化が激しいことやコンクリートの中性化 
の進行、地盤沈下の影響などにより補強工事に付随する改修工事に多額の経費を要する 
こととなるため、校舎改築を行うこととした。 

【事業の目的及び効果】 
　校舎改築を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保するととも 
に、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 

【事業の内容】 
　・構造・面積 
　　校舎：鉄筋コンクリート造　３階建　延床面積　約２，３３３㎡ 
　　　　　（既存校舎解体撤去　２，６４９㎡） 
　・工事内容 
　　校舎改築工事（平成２７～２９年度） 
　　　 
　・内訳 
　　校舎改築工事費　　　　　　　　　３０７，３７６千円 
　　工事監理委託料　　　　　　　　　　　８，１７８千円 
　　仮設教室棟賃貸借　　　　　　　　　９１，４４５千円 
　　事務費　　　　　　　　　　　　　　　１，８７３千円 
　　計　　　　　　　　　　　　　　　４０８，８７２千円　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 619,814 

本年度要求額 428,872 

総務部長段階査定額 408,872 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 青谷中学校校舎改築事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００６ 項　　目　　名 青谷中学校校舎改築事業費
新規
事業

-218-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 714,000 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 52,376 諸収入 0 

計 859,238 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 92,862 0 

859,238 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　気高中学校の校舎のうち、昭和４２年に建設の校舎２棟が耐震性能の低い建物と診断さ 
れ、耐震補強工事の実施に向けた審査機関の評定取得を行ったが、改修費用及び補強工事 
及び補強部材による建物の室用途制限が多大となることから、校舎改築を行うこととした 
。 
【事業の目的及び効果】 
　校舎改築を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保するととも 
に、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 
【事業の内容】 
　・面積・構造 
　　校舎：鉄筋コンクリート造　３階建　延床面積　３，７３５㎡ 
　　　　 
　・工事内容 
　　校舎改築工事 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　６４７，１０６千円 
　　委託料　　　　　　　１７，２７６千円 
　　（工事監理、移転関連業務委託） 
　　仮設校舎賃借料　　１７８，６８８千円 
　　事務費　　　　　　　　５，１６８千円 
　　備品購入費　　　　　１１，０００千円 
　　合計　　　　　　　８５９，２３８千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 368,486 

本年度要求額 870,388 

総務部長段階査定額 859,238 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 気高中学校校舎改築事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００７ 項　　目　　名 気高中学校校舎改築事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 120,900 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 6,583 諸収入 0 

計 145,552 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 18,069 0 

145,552 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　昭和４３年に建設された気高中学校の屋内運動場は、耐震性能の低い建物と診断され、 
耐震補強工事が必要となった。 
【事業の目的及び効果】 
　耐震補強工事を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保すると 
ともに、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 
【事業の内容】 
　２７年度・２８年度の２カ年で耐震補強計画・実施設計を行い、２９年度に耐震補強工 
事を行う。 
　・対象建物 
　　屋内運動場 
　　　　建築年　　　構造　　　　　　　延床面積　　　　　Ｉｓ値 
　　　　Ｓ４３年　　鉄骨造平屋建　　　１，２２０㎡　　　０．５５ 
　・工事内容 
　　耐震補強工事　　　 
 
　・内訳 
　　工事費　　　　　　　１３３，４０２千円 
　　設計費（２カ年目）　　１１，３５９千円 
　　事務費　　　　　　　　　　　７９１千円 
　　計　　　　　　　　　１４５，５５２千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 3,821 

本年度要求額 145,552 

総務部長段階査定額 145,552 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 気高中学校屋内運動場耐震補強事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００８ 項　　目　　名 気高中学校屋内運動場耐震補強事業費
新規
事業

-219-－ 219 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 249,000 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 18,556 諸収入 0 

計 319,284 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 51,728 0 

319,284 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　昭和５５年に建設された桜ケ丘中学校の屋内運動場は、耐震性能の低い建物と診断され 
、耐震補強工事が必要となった。 
【事業の目的及び効果】 
　耐震補強工事を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保すると 
ともに、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 
【事業の内容】 
　２６年度・２７年度の２カ年で耐震補強計画・実施設計を行い、２７年度・２８年度に 
耐震補強工事を行う。また、本屋内運動場は生徒数に対して狭隘なため、式典等の実施に 
支障をきたしており、その解消のため耐震工事と併せて増築工事を行う。 
　・対象建物 
　　屋内運動場 
　　　　建築年　　　構造　　　　　　　延床面積　　　　　Ｉｓ値 
　　　　Ｓ５５年　　鉄骨造平屋建　　　１，０２７㎡　　　０．４５ 
　・工事内容 
　　　耐震補強工事 
　　　増築工事　　　　 
 
　・内訳 
　　工事費　　　　　２４１，３７５千円 
　　監理委託・設計　　１０，７９０千円 
　　事務費　　　　　　　１，３１４千円 
　　備品購入費　　　　　４，８６０千円 
　　仮設屋体賃借料　　６０，９４５千円 
　　計　　　　　　　３１９，２８４千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 161,991 

本年度要求額 326,284 

総務部長段階査定額 319,284 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 桜ヶ丘中学校屋内運動場耐震補強事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００９ 項　　目　　名 桜ヶ丘中学校屋内運動場耐震補強事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 
【１０次総の施策体系】1201 
【事業の経過及び背景】 
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営 
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在 
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。 
【事業の目的及び効果】 
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に、遊び及び生活の 
支援を行い、児童の心身共に健全な育成を図る。 
【事業の内容・実績】 
①放課後児童クラブの運営 
　平成２８年度新規開設予定６クラブ、拡充１クラブ 
　（分割５[第二修立][第二賀露][第二面影][第二岩倉]［第三美保南］、新設１[倉田]、
拡充１[用瀬]） 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度：４５クラブ　1,749人 
　平成２６年度：４７クラブ　1,918人 
　平成２７年度：４９クラブ　2,072人（見込） 
②放課後児童クラブの施設整備 
（１）美保小児童クラブ改築 
　美保保育園と合わせて、放課後児童クラブを改築整備する。 
（２）西郷小児童クラブ改築 
　西郷地区公民館と合わせて、放課後児童クラブを改築整備する。  
【根拠計画】 
　子ども・子育て支援事業計画（Ｈ27～Ｈ31）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

前年度当初予算額 364,220 

本年度要求額 430,245 

総務部長段階査定額 426,114 その他財源の内訳

0 

その他 3 0 

市長段階査定額 426,114 0 

3 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 59,700 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 129,401 諸収入 0 

計 426,114 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 237,010 0 

-220-－ 220 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

その他 0 0 

0 地方債 249,000 

区　　分 本年度予算額 0 

一般財源 18,556 諸収入 0 

計 319,284 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 51,728 0 

319,284 0 

0 

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　昭和５５年に建設された桜ケ丘中学校の屋内運動場は、耐震性能の低い建物と診断され 
、耐震補強工事が必要となった。 
【事業の目的及び効果】 
　耐震補強工事を行うことにより、地震発生時における児童・教職員の安全を確保すると 
ともに、非常時における避難所としての機能を果たすことができる。 
【事業の内容】 
　２６年度・２７年度の２カ年で耐震補強計画・実施設計を行い、２７年度・２８年度に 
耐震補強工事を行う。また、本屋内運動場は生徒数に対して狭隘なため、式典等の実施に 
支障をきたしており、その解消のため耐震工事と併せて増築工事を行う。 
　・対象建物 
　　屋内運動場 
　　　　建築年　　　構造　　　　　　　延床面積　　　　　Ｉｓ値 
　　　　Ｓ５５年　　鉄骨造平屋建　　　１，０２７㎡　　　０．４５ 
　・工事内容 
　　　耐震補強工事 
　　　増築工事　　　　 
 
　・内訳 
　　工事費　　　　　２４１，３７５千円 
　　監理委託・設計　　１０，７９０千円 
　　事務費　　　　　　　１，３１４千円 
　　備品購入費　　　　　４，８６０千円 
　　仮設屋体賃借料　　６０，９４５千円 
　　計　　　　　　　３１９，２８４千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 学校建設費

前年度当初予算額 161,991 

本年度要求額 326,284 

総務部長段階査定額 319,284 その他財源の内訳

市長段階査定額

事業の概要　会計名

予算書項目 桜ヶ丘中学校屋内運動場耐震補強事業費 ページ 279 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H28

教００９ 項　　目　　名 桜ヶ丘中学校屋内運動場耐震補強事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１０ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 203 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 
【１０次総の施策体系】1201 
【事業の経過及び背景】 
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営 
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在 
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。 
【事業の目的及び効果】 
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に、遊び及び生活の 
支援を行い、児童の心身共に健全な育成を図る。 
【事業の内容・実績】 
①放課後児童クラブの運営 
　平成２８年度新規開設予定６クラブ、拡充１クラブ 
　（分割５[第二修立][第二賀露][第二面影][第二岩倉]［第三美保南］、新設１[倉田]、
拡充１[用瀬]） 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度：４５クラブ　1,749人 
　平成２６年度：４７クラブ　1,918人 
　平成２７年度：４９クラブ　2,072人（見込） 
②放課後児童クラブの施設整備 
（１）美保小児童クラブ改築 
　美保保育園と合わせて、放課後児童クラブを改築整備する。 
（２）西郷小児童クラブ改築 
　西郷地区公民館と合わせて、放課後児童クラブを改築整備する。  
【根拠計画】 
　子ども・子育て支援事業計画（Ｈ27～Ｈ31）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

前年度当初予算額 364,220 

本年度要求額 430,245 

総務部長段階査定額 426,114 その他財源の内訳

0 

その他 3 0 

市長段階査定額 426,114 0 

3 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 59,700 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 129,401 諸収入 0 

計 426,114 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 237,010 0 

-220-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１１ 項　　目　　名 校務支援事業費
新規
事業

〇

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育奨励費等 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　文科省による「教育の情報化ビジョン」（H22.8.26公表）を受け、全国自治体で、「校 
務の効率化による教職員の負担軽減」「児童生徒と向き合う時間の確保」を目指し校務支 
援システムの展開による事務処理の統一化と情報共有が進められている。 

【事業の目的及び効果】 
　校務支援システムの全校展開による事務処理の統一化及び情報共有を進め、教職員等学 
校関係者が必要な情報を共有し、きめ細かな指導を可能とするとともに、校務の負担軽減 
を図り、教員が子どもたちと向き合う時間や教員同士が相互に授業展開等を吟味し合う時 
間を増加させ、「教育の質の向上」と「学校経営の改善」を図る。 

【事業の内容・実績】 
　新規事業 
　グループウェア、成績管理機能、出席、授業時数管理、保健管理等の機能を有するシス 
テムをモデル校８校で導入する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 1,073 

総務部長段階査定額 1,073 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,073 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,073 諸収入 0 

計 1,073 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１２ 項　　目　　名 姫路市鳥取市中学生交流事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 姫路市鳥取市中学校交流事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　姉妹都市である姫路市との中学生交流事業は、平成２７年度で４５回を数え、歴史ある 
交流事業のひとつとして定着している。 

【事業の目的及び効果】 
　姫路市と本市の中学生が相互に訪問し、合宿生活等での交流活動を営むことによって、 
親睦や情報交換が図られ、中学生レベルでの相互理解や友好促進が期待できる。 

【事業の内容・実績】 
　両市の中学生が交互に訪問し、合宿生活等を通じて交流を深める。派遣と受入を１年交 
代で実施しており、平成２８年度は、姫路市の中学生３５名、指導者８名を受け入れる予
定である。 
　
〔事業実績〕 
　平成２５年度：鳥取市中学生３５名・指導者８名派遣　　　４４２，０００円 
　平成２６年度：姫路市中学生３５名・指導者７名受入　１，７７９，０００円 
　平成２７年度：鳥取市中学生３５名・指導者８名派遣　　　４４２，０００円（見込）
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 442 

本年度要求額 1,779 

総務部長段階査定額 1,779 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,779 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,779 諸収入 0 

計 1,779 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-221-－ 221 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１３ 項　　目　　名 生徒指導専任相談員事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 生徒指導対策事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　中学校生徒の学校不適応傾向の解消のため、平成９年から中学校への生徒指導専任相談 
員の配置を開始し、全ての中学校での配置を完了している。 

【事業の目的及び効果】 
　中学校生徒の学校不適応傾向の解消のため、各中学校に生徒指導専任相談員１名を配置 
することで、悩みや不安を抱える生徒たちへのきめ細かな対応を可能にしている。 

【事業内容・実績】 
　相談室登校生徒の学習支援や、関係機関等との連携をとりながら教育相談室を中心とし 
た個別指導により不登校傾向生徒の教室復帰に向けて取り組んでいる。
 
〔配置人員実績〕 
　平成２５年度：１７人／１７校　３１，３０６，９９７円 
　平成２６年度：１５人／１５校　２７，８２７，５２９円 
　平成２７年度：１２人／１２校　２２，２４２，０００円（見込）　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 20,660 

本年度要求額 22,147 

総務部長段階査定額 22,015 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 22,015 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,015 諸収入 0 

計 22,015 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１４ 項　　目　　名 不登校対策事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 不登校対策事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　児童生徒の学校不適応の状況は、問題行動・不登校など様々な形として表出しており、 
この問題は年々複雑かつ深刻化している。 
　このため、本市では学校不適応対策の課題や成果をもとに、学校支援、地域人材の活用 
、専門機関等との連携強化など、学校不適応対策の充実を図ってきている。 

【事業の目的及び効果】 
　児童生徒の学校不適応の解消を図る。 

【事業の内容・実績】 
　学校不適応の専門家や地域協力員の活用により、学校不適応の解消に向けた取り組みを 
行う。 
　①学校不適応対策専門委員会、地域協力員の会、学校代表の会を行い、対策事業を推進
す る。 
　②学校不適応対策専門委員会の委員を各学校へ派遣し、助言や支援を行う。 
〔事業実績〕 
　平成２５年度：３４９，８００円 
　平成２６年度：３３６，５２５円 
　平成２７年度：５７２，０００円（見込）
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 572 

本年度要求額 611 

総務部長段階査定額 611 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 611 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 611 諸収入 0 

計 611 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-222-－ 222 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１３ 項　　目　　名 生徒指導専任相談員事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 生徒指導対策事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　中学校生徒の学校不適応傾向の解消のため、平成９年から中学校への生徒指導専任相談 
員の配置を開始し、全ての中学校での配置を完了している。 

【事業の目的及び効果】 
　中学校生徒の学校不適応傾向の解消のため、各中学校に生徒指導専任相談員１名を配置 
することで、悩みや不安を抱える生徒たちへのきめ細かな対応を可能にしている。 

【事業内容・実績】 
　相談室登校生徒の学習支援や、関係機関等との連携をとりながら教育相談室を中心とし 
た個別指導により不登校傾向生徒の教室復帰に向けて取り組んでいる。
 
〔配置人員実績〕 
　平成２５年度：１７人／１７校　３１，３０６，９９７円 
　平成２６年度：１５人／１５校　２７，８２７，５２９円 
　平成２７年度：１２人／１２校　２２，２４２，０００円（見込）　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 20,660 

本年度要求額 22,147 

総務部長段階査定額 22,015 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 22,015 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,015 諸収入 0 

計 22,015 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１４ 項　　目　　名 不登校対策事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 不登校対策事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　児童生徒の学校不適応の状況は、問題行動・不登校など様々な形として表出しており、 
この問題は年々複雑かつ深刻化している。 
　このため、本市では学校不適応対策の課題や成果をもとに、学校支援、地域人材の活用 
、専門機関等との連携強化など、学校不適応対策の充実を図ってきている。 

【事業の目的及び効果】 
　児童生徒の学校不適応の解消を図る。 

【事業の内容・実績】 
　学校不適応の専門家や地域協力員の活用により、学校不適応の解消に向けた取り組みを 
行う。 
　①学校不適応対策専門委員会、地域協力員の会、学校代表の会を行い、対策事業を推進
す る。 
　②学校不適応対策専門委員会の委員を各学校へ派遣し、助言や支援を行う。 
〔事業実績〕 
　平成２５年度：３４９，８００円 
　平成２６年度：３３６，５２５円 
　平成２７年度：５７２，０００円（見込）
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 572 

本年度要求額 611 

総務部長段階査定額 611 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 611 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 611 諸収入 0 

計 611 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-222-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１５ 項　　目　　名 語学指導等外国青年招致事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 語学指導等外国青年招致事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学校教育課 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　外国青年との交流は、外国の言語や文化に対する理解を深め、外国語でコミュニケーシ 
ョンを図る積極的な態度や能力を育成するための貴重な機会である。学習指導要領の改訂 
に伴い、各中学校区における外国青年の配置・派遣を整備するとともに、平成２５年度に 
は「きなんせ！English World（鳥取市版英語村）」を立ち上げ、児童が生の英語に触れ 
る機会の充実に取り組んできている。国は、次期学習指導要領の改訂に向けて英語教育改 
革の方向を打ち出しており、中学校では授業を英語で行うことや小学校５、６年生での外 
国語が教科となり、３、４年生から外国語活動が導入されるなど、今後も、外国青年の活 
用が一層重要である。 

【事業の目的及び効果】 
　外国青年を外国語科や外国語活動の授業の補助等に携わらせることで、外国語教育・国 
際理解教育の充実及び地域の国際化の進展に資する。
 
【事業の内容・実績】 
　財団法人自治体国際化協会から斡旋を受けた外国青年を各中学校に配置するとともに、 
中学校区内の小学校に定期的に派遣する（単独校配置者９名、２校兼務配置者４名、
計１３名）。 
　平成２５年度：１３名配置　６２，０２０，４９８円 
　平成２６年度：１３名配置　６３，０６７，２２８円
 　平成２７年度：１３名配置　６６，０１４，０００円（見込）　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 66,036 

本年度要求額 66,303 

総務部長段階査定額 66,303 その他財源の内訳

0 

その他 17,410 17,410 

市長段階査定額 66,303 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 48,893 諸収入 0 

計 66,303 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１６ 項　　目　　名 小学校外国語活動人材支援事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 国際理解教育推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】教育センター 0857-36-6060 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　現行の学習指導要領に基づき、小学校５・６年生でそれぞれ年間３５時間の外国語活動 
が実施されている。平成２８年度の改訂により、３・４年生に外国語活動が導入され、５ 
・６年生で英語が教科となり、授業時数も増加する方向が示される見込みである。これに
対応する ため、今後各学校における円滑な実施のための条件整備を継続的に進めていく必
要がある 。 
【事業の目的及び効果】 
　小学校外国語活動では、担任主導の学習展開を基本とするが、外国語や外国の文化に慣 
れ親しませたり、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を身に付けさせたりす 
るためには、外国語に堪能な地域人材やネイティブスピーカーと触れ合うことが効果的で 
ある。 
　小学校外国語活動のねらいであるコミュニケーション能力の素地の育成を図るために、 
外国語活動の授業を補助する地域人材を活用し、外国語活動の円滑な実施及び充実を図る 
ことを目的とする。　 
【事業の内容・実績】 
　各学校が、自主的に依頼したり、鳥取市教育センターの人材バンクから紹介を受けたり 
して確保した支援員により、各学級につき年間１２時間分の外国語活動授業において担任 
の指導を補助する。 
　平成２５年度：３８校　　１，０１５回　２，５３７，５００円 
　平成２６年度：３７校　　　　８８５回　２，２１２，５００円 
　平成２７年度：３７校　　１，６５６回　２，４８４，０００円（見込） 
　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 2,484 

本年度要求額 2,412 

総務部長段階査定額 2,412 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,412 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,412 諸収入 0 

計 2,412 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-223-－ 223 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１７ 項　　目　　名 学校図書館活用推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校図書館活用推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　「生きる力」を育むという理念の下、「生きる力」を支える重要な要素となる「確かな 
学力」の育成には、言語活動や探究的な学習の充実が必要であり、同時に読書活動等を通 
じて児童生徒の豊かな人間性を形成していくことが求められている。これらの活動の充実 
のため、学校図書館の利活用をしていくことが重要であり、読書センターや学習情報セン 
ターとしての機能向上の役割を担う学校図書館司書の必要性が高まっている。 
【事業の目的及び効果】 
　①学校図書館の運営及び児童・生徒の読書指導にかかわる専門的な業務、学校５日制に 
伴う学校図書館の開放に柔軟に対応し、有効活用を図る中で、児童生徒の学習の効果を高 
めることが期待できる。 
　②県学校図書館協議会負担金を公費負担することで、ＰＴＡ負担等を軽減する。
【事業の内容・実績】 
　平成２５年度：６０名／６１校　　１０６，２６３，６９８円 
　平成２６年度：６０名／６１校　　１０６，３９７，３９５円　　　　 
　平成２７年度：６０名／６１校　　１０６，９３２，０００円（見込） 
〔学校図書館司書の主な業務〕 
　①図書館資料の収集や児童生徒及び教員の利用に供する業務、及び児童生徒の指導や総 
合的な学習の導入による教員の照会相談業務 
　②朝の読書や読み聞かせ、さらに他の学校図書館、県市立図書館との連携業務 
　③要望がある学校について、学校図書館を土曜日に開放するための業務 
　④充実した図書館経営を行うための研修への参加 
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 108,616 

本年度要求額 106,788 

総務部長段階査定額 106,788 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 106,788 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 106,788 諸収入 0 

計 106,788 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１８ 項　　目　　名 地域で学ぶ職場体験活動事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地域で学ぶ職場体験活動事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　教育基本法や学校教育法の改正等では、「生きる力」を身に付け、しっかりとした勤労 
観・職業観を形成・確立する必要性が示されている。 
　中学校２年生の社会体験活動は、合併前からほとんどの市町村で取り組まれていた事業 
であり、合併後も中学校全１７校で実施している。
 
【事業の目的及び効果】 
　様々な社会体験活動を行うことで地域社会に学び、地域の人々と共に生きる心や感謝の 
心を育み、「生きる力」の基礎となる豊かな人間性や、自ら課題を見つけ解決していこう 
とする意欲、態度を育成する。 
　また、地域で生徒を育むという意識の高揚を図るとともに、学校教育の中に保護者や地 
域の意見を取り入れることにより、鳥取市教育ビジョンめざす子ども像「ふるさとを思い 
　志をもつ子」の育成や、大人全体で担う新たな教育システムの創造につなげていく。
 
【事業の内容・実績】 
　事業は、「鳥取市ワクワクとっとり推進協議会」に委託して実施し、中学校２年生全員 
が数名ずつのグループに分かれ、地域の事業所や施設等で連続する３～５日間を基本とし 
た体験活動を行う。 
　平成２５年度：３，０６４，０００円　 
　平成２６年度：１，９７０，０００円 
　平成２７年度：１，９７０，０００円（見込） 

　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 1,923 

本年度要求額 1,923 

総務部長段階査定額 1,923 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,923 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,923 諸収入 0 

計 1,923 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-224-－ 224 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１７ 項　　目　　名 学校図書館活用推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校図書館活用推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　「生きる力」を育むという理念の下、「生きる力」を支える重要な要素となる「確かな 
学力」の育成には、言語活動や探究的な学習の充実が必要であり、同時に読書活動等を通 
じて児童生徒の豊かな人間性を形成していくことが求められている。これらの活動の充実 
のため、学校図書館の利活用をしていくことが重要であり、読書センターや学習情報セン 
ターとしての機能向上の役割を担う学校図書館司書の必要性が高まっている。 
【事業の目的及び効果】 
　①学校図書館の運営及び児童・生徒の読書指導にかかわる専門的な業務、学校５日制に 
伴う学校図書館の開放に柔軟に対応し、有効活用を図る中で、児童生徒の学習の効果を高 
めることが期待できる。 
　②県学校図書館協議会負担金を公費負担することで、ＰＴＡ負担等を軽減する。
【事業の内容・実績】 
　平成２５年度：６０名／６１校　　１０６，２６３，６９８円 
　平成２６年度：６０名／６１校　　１０６，３９７，３９５円　　　　 
　平成２７年度：６０名／６１校　　１０６，９３２，０００円（見込） 
〔学校図書館司書の主な業務〕 
　①図書館資料の収集や児童生徒及び教員の利用に供する業務、及び児童生徒の指導や総 
合的な学習の導入による教員の照会相談業務 
　②朝の読書や読み聞かせ、さらに他の学校図書館、県市立図書館との連携業務 
　③要望がある学校について、学校図書館を土曜日に開放するための業務 
　④充実した図書館経営を行うための研修への参加 
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 108,616 

本年度要求額 106,788 

総務部長段階査定額 106,788 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 106,788 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 106,788 諸収入 0 

計 106,788 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１８ 項　　目　　名 地域で学ぶ職場体験活動事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地域で学ぶ職場体験活動事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　教育基本法や学校教育法の改正等では、「生きる力」を身に付け、しっかりとした勤労 
観・職業観を形成・確立する必要性が示されている。 
　中学校２年生の社会体験活動は、合併前からほとんどの市町村で取り組まれていた事業 
であり、合併後も中学校全１７校で実施している。
 
【事業の目的及び効果】 
　様々な社会体験活動を行うことで地域社会に学び、地域の人々と共に生きる心や感謝の 
心を育み、「生きる力」の基礎となる豊かな人間性や、自ら課題を見つけ解決していこう 
とする意欲、態度を育成する。 
　また、地域で生徒を育むという意識の高揚を図るとともに、学校教育の中に保護者や地 
域の意見を取り入れることにより、鳥取市教育ビジョンめざす子ども像「ふるさとを思い 
　志をもつ子」の育成や、大人全体で担う新たな教育システムの創造につなげていく。
 
【事業の内容・実績】 
　事業は、「鳥取市ワクワクとっとり推進協議会」に委託して実施し、中学校２年生全員 
が数名ずつのグループに分かれ、地域の事業所や施設等で連続する３～５日間を基本とし 
た体験活動を行う。 
　平成２５年度：３，０６４，０００円　 
　平成２６年度：１，９７０，０００円 
　平成２７年度：１，９７０，０００円（見込） 

　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 1,923 

本年度要求額 1,923 

総務部長段階査定額 1,923 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,923 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,923 諸収入 0 

計 1,923 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-224-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０１９ 項　　目　　名 発達障害早期支援研究事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 発達障害早期支援研究事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】教育センター 0857-36-6060 
【１０次総の施策体系】1102
【事業の経過及び背景】 
　通常学級に在籍し、発達障がいの可能性のある等の理由で特別な支援を必要とする児童 
生徒に対して、学習面や生活面で適切な支援を進めるだけでなく、早期支援の必要性が求 
められている。平成２６年、２７年度の２年間は、国の委託事業として取 り組み、市全体
で大きな成果が得られた。今後、各学校単独で実施できるよう定着を図る ために、さらに
継続して取り組んでいく必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取大学地域学部が研究開発した「鳥取大学方式」を導入して、小学校１年生段階で平 
仮名の読みに困難を感じている児童を早期発見し、支援を講じることにより、鳥取市の教 
育課題である「学力の向上」と「学校不適応の解消」の一助とする。平成２６年度の成果 
として、第１回音読確認で平仮名読みに困難さが見られた児童８．７％を、最終的に２． 
４％まで減らすことができた。最終支援者の２年時での支援も行うため、学習の基礎とな 
る「読み」の力を上げることに有効であると捉えている。 
【事業の内容・実績】 
　全小学校通常学級1年生児童を対象とし、年3回の簡単な検査（確認）を行う。毎回の結 
果で、支援を要する児童に対してタブレット等を活用した支援を行う。 
　平成２６年度　要支援児童８．６９％を２．４８％へ改善 
〈具体的な取組〉 
　①取組内容や方法徹底のための研修会開催 
　②第1回確認（6月下旬）・・・直音音読検査 
　　※支援 
　③第2回検査（10月下旬）・・・直音音読検査と単音音読検査 
　　※支援 
　④第3回検査（1月下旬）・・・単音音読検査と単文音読検査 
　⑤2年生進級後の支援策の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 3,368 

本年度要求額 3,129 

総務部長段階査定額 3,129 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,129 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,129 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,129 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２０ 項　　目　　名 自立と創造の学校づくり推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357　 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　本事業は、従来より継続してきた「特色ある学校づくり推進事業」をベースとしながら 
、学校が提出する実施計画書の内容に応じて予算配分する方法を導入した事業であり、平 
成１６年度より実施してきた。 
【事業の目的及び効果】 
　この事業は、教育理念や教育方針に基づき、目標達成型の自主的・自律的な学校経営等 
を後押しするために、学校長裁量の予算を拡充し、学校の創意工夫や自主的な取組に関し 
て各学校が企画立案を行い、教育委員会が評価・査定を行った上で、必要な予算を措置す 
る。この結果、受け身で画一的（横並び）な学校経営が一新され、自立し創造的な学校経 
営が進展するきっかけとなると考える。 
【事業の内容・実績】 
　①一律支援予算による事業 
　児童・生徒数に応じて配分する予算で、従来からの事業並びに日常の教育活動について 
、自主的に学校が運営できる予算として配分する。 
　②特別支援予算による事業 
　特色ある学校づくりのために独自に企画立案した計画書をもとに成果が期待される事業 
に対して評価・査定を行った上で予算配分する。 
　③人材活用支援予算による事業 
　地域の人材の活用や、社会人を招聘する事業に対して予算配分する。（【小】学校支援 
ふるさと人材活用事業費【中】ふるさとの先輩活用事業費との統合により新設） 
　平成25年度：19,188千円　平成26年度：26,594,379円
　平成27年度：19,362,000円（見込）　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 19,362 

本年度要求額 19,300 

総務部長段階査定額 19,300 その他財源の内訳

0 

その他 19,300 19,300 

市長段階査定額 19,300 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 19,300 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-225-－ 225 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２１ 項　　目　　名 特色ある中学校区創造事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　本市では、義務教育９年間を見通した指導を行うことで、学力の向上や学校不適応の解 
消をめざす「小中一貫教育」を推進してきている。平成２３年度からの３年間で、全中学 
校区が「めざす子ども像」を設定し推進体制を整えるとともに、合同研修会や児童生徒交 
流の実施、地域への情報発信等を行い、小・中学校のつながりを強めてきた。今後はその 
成果を踏まえ、中学校区が一体となって、より特色ある取組を総合的に推進することが大 
切である。 
【事業の目的及び効果】 
　各中学校区が、地域や児童生徒の実態を踏まえ、特色ある取組を総合的に進め、「めざ 
す子ども像」の実現を図るとともに、地域全体の教育力の向上につなげる。 
【事業の内容】 
　○幼保・小・中学校の一貫した取組 
　　・学習意欲を高め確かな学力を身につける授業改善 
　　・学校不適応の未然防止につながる魅力ある学校づくり　等 
　○家庭・地域との連携による取組 
　　・基本的生活習慣や学習習慣の育成のための啓発活動 
　　・モラルやマナー・ルールを大切にする風土（人）づくり　等 
　○地域の特色を生かした取組 
　　・地域の自然や文化、人材を生かした教育活動 
　　・地域フォーラム、小中合同発表会等の開催　等 
　平成２６年度：５，０００，０００円 
　平成２７年度：３，６７０，０００円（見込み） 

＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 3,670 

本年度要求額 4,000 

総務部長段階査定額 4,000 その他財源の内訳

0 

その他 4,000 4,000 

市長段階査定額 4,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２２ 項　　目　　名 未来のとっとり教育創造事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　各学校では、新学習指導要領の完全実施（平成２３年度小学校、平成２４年度中学校） 
を受けて教育課程を編成し特色ある教育活動を進めているところである。しかしこの間に 
も、グローバル化や情報化への対応、コミュニティースクール、道徳・小学校英語の教科 
化や学校週６日制の議論など、教育をめぐる動きはめまぐるしい。これまでの教育の成果 
を踏まえつつ、次代を見据えた鳥取市独自の教育のあり方について検討を行い、「鳥取市 
教育振興基本計画」の計画期間後期（平成２８年度～平成３２年度）の策定へ反映させる 
ことが必要である。 
【事業の目的及び効果】 
　次代を見据え、広い視野に立って心豊かにたくましく生き抜く子どもを育成するための 
教育のあり方を研究実践し、鳥取市独自の教育の推進に活かす。 
【事業の内容・実績】 
　研究課題①（４指定校） 
　保護者・地域とともに歩む魅力ある学校づくり（鳥取市版コミュニティースクール）を 
地域の学校運営協議会へ委託する。 
　研究課題②（１指定校） 
　子どもたちの主体的な学びを創るＩＣＴの活用 
　研究課題③（３指定中学校区） 
　「学力向上」や「学校不適応の解消」につながる自治力の育成に係る研究 
　研究課題④（４指定校・１指定中学校区） 
　鳥取市版コミュニティ・スクール・ＩＣＴ・英語教育事後検証 
　平成２６年度：２，０００，０００円 
　平成２７年度：２，７００，０００円（見込） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 2,700 

本年度要求額 3,325 

総務部長段階査定額 2,517 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,517 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,517 諸収入 0 

計 2,517 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-226-－ 226 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２１ 項　　目　　名 特色ある中学校区創造事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　本市では、義務教育９年間を見通した指導を行うことで、学力の向上や学校不適応の解 
消をめざす「小中一貫教育」を推進してきている。平成２３年度からの３年間で、全中学 
校区が「めざす子ども像」を設定し推進体制を整えるとともに、合同研修会や児童生徒交 
流の実施、地域への情報発信等を行い、小・中学校のつながりを強めてきた。今後はその 
成果を踏まえ、中学校区が一体となって、より特色ある取組を総合的に推進することが大 
切である。 
【事業の目的及び効果】 
　各中学校区が、地域や児童生徒の実態を踏まえ、特色ある取組を総合的に進め、「めざ 
す子ども像」の実現を図るとともに、地域全体の教育力の向上につなげる。 
【事業の内容】 
　○幼保・小・中学校の一貫した取組 
　　・学習意欲を高め確かな学力を身につける授業改善 
　　・学校不適応の未然防止につながる魅力ある学校づくり　等 
　○家庭・地域との連携による取組 
　　・基本的生活習慣や学習習慣の育成のための啓発活動 
　　・モラルやマナー・ルールを大切にする風土（人）づくり　等 
　○地域の特色を生かした取組 
　　・地域の自然や文化、人材を生かした教育活動 
　　・地域フォーラム、小中合同発表会等の開催　等 
　平成２６年度：５，０００，０００円 
　平成２７年度：３，６７０，０００円（見込み） 

＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 3,670 

本年度要求額 4,000 

総務部長段階査定額 4,000 その他財源の内訳

0 

その他 4,000 4,000 

市長段階査定額 4,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２２ 項　　目　　名 未来のとっとり教育創造事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　各学校では、新学習指導要領の完全実施（平成２３年度小学校、平成２４年度中学校） 
を受けて教育課程を編成し特色ある教育活動を進めているところである。しかしこの間に 
も、グローバル化や情報化への対応、コミュニティースクール、道徳・小学校英語の教科 
化や学校週６日制の議論など、教育をめぐる動きはめまぐるしい。これまでの教育の成果 
を踏まえつつ、次代を見据えた鳥取市独自の教育のあり方について検討を行い、「鳥取市 
教育振興基本計画」の計画期間後期（平成２８年度～平成３２年度）の策定へ反映させる 
ことが必要である。 
【事業の目的及び効果】 
　次代を見据え、広い視野に立って心豊かにたくましく生き抜く子どもを育成するための 
教育のあり方を研究実践し、鳥取市独自の教育の推進に活かす。 
【事業の内容・実績】 
　研究課題①（４指定校） 
　保護者・地域とともに歩む魅力ある学校づくり（鳥取市版コミュニティースクール）を 
地域の学校運営協議会へ委託する。 
　研究課題②（１指定校） 
　子どもたちの主体的な学びを創るＩＣＴの活用 
　研究課題③（３指定中学校区） 
　「学力向上」や「学校不適応の解消」につながる自治力の育成に係る研究 
　研究課題④（４指定校・１指定中学校区） 
　鳥取市版コミュニティ・スクール・ＩＣＴ・英語教育事後検証 
　平成２６年度：２，０００，０００円 
　平成２７年度：２，７００，０００円（見込） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 2,700 

本年度要求額 3,325 

総務部長段階査定額 2,517 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,517 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,517 諸収入 0 

計 2,517 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-226-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２３ 項　　目　　名 小規模校転入制度推進費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 小規模校転入制度推進費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】校区審議室 0857-20-3089 
【１０次総の施策体系】1102 
【事業の経過及び背景】 
　中山間地域小規模校では、地域の特性を活かした特色ある教育が意欲的に進められ成果 
を上げている。その一方で、少子化の進行等により児童数が激減し、複式学級への移行が 
想定されるばかりでなく、存続そのものが危惧される状況にあり、地域住民や保護者、学 
校関係者等幅広い方面からその対策を求める要望が寄せられている。 
平成16年度に「小規模校特別転入制度推進委員会」を設置し、中山間地域小規模校に入学 
・転学することを希望する児童・保護者にその機会を提供する制度を検討し、平成17年度 
より特認校での児童の受け入れを実施している。 
【事業の目的及び効果】 
　校区を越えて通学することを認めることで、中山間地域小規模校に入学・転学すること 
を希望する児童・保護者にその機会を提供する。 
　小規模校転入制度実施推進委員会が中心となり、各特認校区の取組の情報交換、市民へ 
の制度の周知を継続的に行うことで、参加特認校区数及び制度を活用する児童数が年々増 
加してきている。 
【事業の内容・実績】 
　・小規模校転入制度実施推進委員会の開催（年３回） 
　・市民、幼・保育園、学校等への情報提供及び特認校区（受け入れ地域）での説明・啓
　発 活動 

　平成２５年度：２５人（神戸小２人、東郷小７人、瑞穂小２人、湖南学園１４人） 
　平成２６年度：３０人（神戸小２人、東郷小１１人、湖南学園１７人） 
　平成２７年度：３３人（神戸小１人、東郷小１０人、明治小３人、湖南学園１９人 
　　　　　　　　　　　　佐治小１人）（見込） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 400 

本年度要求額 422 

総務部長段階査定額 367 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 367 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 367 諸収入 0 

計 367 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２４ 項　　目　　名 複式学級対策事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 複式学級支援事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　小学校の複式学級解消は、国の基準では２箇学年で１７人、県の基準では２箇学年で１ 
６人で対象となるが、１５人以下は対象外である。

【事業の目的及び効果】 
　２箇学年で１５人以下となる学級に対し、教員及び非常勤講師を配置することにより、 
複式学級による種々の困難点を解消し、円滑な学級運営への支援を図る。 

【事業の内容・実績】 
　①複式学級解消事業 
　県の学級編制基準上、複式学級を編制することになる学校に対し、県へ協力金を負担す 
ることで加配教員１名を配置し、複式学級の解消を図る。 

　[配置実績] 
　　平成２７年度　６校（神戸小・東郷小・明治小・瑞穂小・逢坂小・西郷小）６名 
　　（県への協力金　１人：５，０００，０００円）×６＝３０，０００，０００円 
　②複式学級支援事業 
　加配教員を配置してなお、複式学級が生じる学校において複式学級非常勤支援講師を配
置し、 複式学級の支援を図る。 
　[配置実績] 
　　平成２７年度　５校（神戸小・東郷小・明治小・瑞穂小・逢坂小）５名 
　　　　　　　　　７，４５３，０００円 
　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 37,453 

本年度要求額 40,968 

総務部長段階査定額 40,968 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 40,968 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 40,968 諸収入 0 

計 40,968 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-227-－ 227 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２５ 項　　目　　名 学力向上推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学力向上推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　全国学力学習状況調査結果では、鳥取市の児童生徒の学力は概ね全国より若干高い状況
にある。しかしながら、個々の児童 ・生徒の学力の分布状況や課題を分析する中で、基
礎・基本事項の定着が不十分な児童・ 生徒への支援や主体的に学ぶ意欲を高めるための具
体的な方策の必要性が生じた。そこで、従前より実施している「基礎学力定着支援事業」
とともに、インターネットでアクセスし、個々の学力に対応できる「学習支援ソフト」に
よる学力向上策を全市で展開し、課 題解決に向けた取り組みの一層の推進を図りたい。
 
【事業の目的と効果】 
　本市児童・生徒の学力の実態や課題及び教師の指導力・学校の教育力・家庭地域の教育 
力等教育環境について、基礎学力の定着と学力の向上に向けた全市的な施策を実施するこ 
とにより、児童・生徒個々に「確かな学力」を身につけさせることを目的とする。 
　「基礎学力定着支援事業」では、地域人材を活用して取り組むことで児童生徒のみなら 
ず保護者、地域の意識の向上につなげている。また、個々の児童生徒の学力実態に応じた 
「学習支援ソフト」の導入により全市的な学力向上が見込まれる。 

【事業の内容・実績】
　基礎学力定着支援事業：平成２８年度より「学習支援ソフト」を導入 する。
　平成２５年度：支援回数　２，６８３回　支援者１６８名 
　平成２６年度：支援回数　２，７９１回　支援者１６６名 
　平成２７年度：支援回数　２，８４８回　支援者１４１名（見込） 
　
　＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 4,690 

本年度要求額 10,640 

総務部長段階査定額 10,640 その他財源の内訳

0 

その他 10,640 10,640 

市長段階査定額 10,640 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,640 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２６ 項　　目　　名 教育センター運営事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育センター運営事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】教育センター 0857-36-6060
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　本市の不登校児童生徒の出現率は増加の傾向にあり、本市の重点課題である「学校不適 
応の解消」に向けて、適応指導教室の必要性は高まっている。また、本市の教育課題の解 
決のため、教師の指導力の向上が急務であり、平成３０年度の中核市移行に向けて、今 後
ますます、研修の必要性・重要性が求められる。 

【事業の目的及び効果】 
　学校不適応の児童生徒への支援を充実するとともに、教育相談機能を位置づけ、不登校 
やいじめ・子育て等に対する相談活動を推進している。また、教職員の指導力向上を図る 
ための研修を企画、実施する担当係も設け、児童生徒、保護者、教職員にとって様々な支 
援を行う総合的、実践的な教育施設としても機能している。なお、本市の適応指導教室「 
すなはま教室」はセンター内に移設し、「レインボー教室」は気高町総合支所内で運営す 
る。また、「ひらがな音読支援」や「早期支援事業」や「人材派遣」等、さまざまな学校 
支援も行っている。
 
【事業の内容・実績】 
　①教育相談　②教育支援（学校不適応支援，発達障がい支援）　③研修企画  
　平成２５年度　教育相談延べ４８６回　入級児童生徒数２５名　教職員研修１２回 
　平成２６年度　教育相談延べ４７５回　入級児童生徒数１９名　教職員研修１３回
　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　教育相談延べ８３０回　入級児童生徒数２０名　教職員研修３０回

　*その他財源の諸収入は、全国適応指導教室連絡協議会補助金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 19,790 

本年度要求額 19,971 

総務部長段階査定額 19,771 その他財源の内訳

0 

その他 1,750 0 

市長段階査定額 19,771 0 

1,580 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 18,021 諸収入 170 

計 19,771 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-228-－ 228 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２５ 項　　目　　名 学力向上推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学力向上推進事業費 ページ 271 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　全国学力学習状況調査結果では、鳥取市の児童生徒の学力は概ね全国より若干高い状況
にある。しかしながら、個々の児童 ・生徒の学力の分布状況や課題を分析する中で、基
礎・基本事項の定着が不十分な児童・ 生徒への支援や主体的に学ぶ意欲を高めるための具
体的な方策の必要性が生じた。そこで、従前より実施している「基礎学力定着支援事業」
とともに、インターネットでアクセスし、個々の学力に対応できる「学習支援ソフト」に
よる学力向上策を全市で展開し、課 題解決に向けた取り組みの一層の推進を図りたい。
 
【事業の目的と効果】 
　本市児童・生徒の学力の実態や課題及び教師の指導力・学校の教育力・家庭地域の教育 
力等教育環境について、基礎学力の定着と学力の向上に向けた全市的な施策を実施するこ 
とにより、児童・生徒個々に「確かな学力」を身につけさせることを目的とする。 
　「基礎学力定着支援事業」では、地域人材を活用して取り組むことで児童生徒のみなら 
ず保護者、地域の意識の向上につなげている。また、個々の児童生徒の学力実態に応じた 
「学習支援ソフト」の導入により全市的な学力向上が見込まれる。 

【事業の内容・実績】
　基礎学力定着支援事業：平成２８年度より「学習支援ソフト」を導入 する。
　平成２５年度：支援回数　２，６８３回　支援者１６８名 
　平成２６年度：支援回数　２，７９１回　支援者１６６名 
　平成２７年度：支援回数　２，８４８回　支援者１４１名（見込） 
　
　＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 4,690 

本年度要求額 10,640 

総務部長段階査定額 10,640 その他財源の内訳

0 

その他 10,640 10,640 

市長段階査定額 10,640 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,640 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２６ 項　　目　　名 教育センター運営事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 教育センター運営事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】教育センター 0857-36-6060
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　本市の不登校児童生徒の出現率は増加の傾向にあり、本市の重点課題である「学校不適 
応の解消」に向けて、適応指導教室の必要性は高まっている。また、本市の教育課題の解 
決のため、教師の指導力の向上が急務であり、平成３０年度の中核市移行に向けて、今 後
ますます、研修の必要性・重要性が求められる。 

【事業の目的及び効果】 
　学校不適応の児童生徒への支援を充実するとともに、教育相談機能を位置づけ、不登校 
やいじめ・子育て等に対する相談活動を推進している。また、教職員の指導力向上を図る 
ための研修を企画、実施する担当係も設け、児童生徒、保護者、教職員にとって様々な支 
援を行う総合的、実践的な教育施設としても機能している。なお、本市の適応指導教室「 
すなはま教室」はセンター内に移設し、「レインボー教室」は気高町総合支所内で運営す 
る。また、「ひらがな音読支援」や「早期支援事業」や「人材派遣」等、さまざまな学校 
支援も行っている。
 
【事業の内容・実績】 
　①教育相談　②教育支援（学校不適応支援，発達障がい支援）　③研修企画  
　平成２５年度　教育相談延べ４８６回　入級児童生徒数２５名　教職員研修１２回 
　平成２６年度　教育相談延べ４７５回　入級児童生徒数１９名　教職員研修１３回
　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　教育相談延べ８３０回　入級児童生徒数２０名　教職員研修３０回

　*その他財源の諸収入は、全国適応指導教室連絡協議会補助金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 19,790 

本年度要求額 19,971 

総務部長段階査定額 19,771 その他財源の内訳

0 

その他 1,750 0 

市長段階査定額 19,771 0 

1,580 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 18,021 諸収入 170 

計 19,771 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-228-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２７ 項　　目　　名 特別支援教育支援員配置事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 特別支援教育支援員配置事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　近年、障がいのある児童生徒の小中学校への受入が増加する中、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機 
能自閉症等の児童生徒が約６％の割合で在籍している可能性が示されている。このため、 
教師のマンパワーだけでは十分な支援が困難となり、児童生徒が落ち着かない状況が出て 
きている。こうした状況を受け、平成１９年４月施行の「学校教育法等の一部を改正する 
法律」では、小中学校等に在籍する障がいのある児童生徒に対し、障がいによる困難を克 
服するための教育を行うことが明確に位置づけられた。そして、障がいがある児童生徒に 
対する学校生活上の介助や学習活動上の支援などを行う「特別支援教育支援員」の計画的 
配置ができるよう、平成１９年度から地方財政措置がなされた。 

【事業の目的及び効果】 
　特別支援教育支援員を配置することによって、障がいのある児童生徒の個々の障がいの 
状況や教育的ニーズに応じた学習指導及び生活指導を担任を補助しながら実施し、該当児 
童生徒はもとより、学級全体の精神的安定、授業や学級経営の円滑な運営を図ることがで 
きる。 

【事業の内容・実績】 

　平成２５年度：２５名　３３，３０２，０３６円 
　平成２６年度：３０名　３８，１３１，５５６円 
　平成２７年度：３９名　４７，７１８，０００円（見込）　 
　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 53,658 

本年度要求額 59,368 

総務部長段階査定額 59,368 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 59,368 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 59,368 諸収入 0 

計 59,368 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２８ 項　　目　　名 スクールソーシャルワーカー活用事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 スクールソーシャルワーカー活用事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　子ども達を取り巻く環境の急激な変化が、いじめ、不登校、暴力行為・非行といった問 
題行動等にも影響を与えている。こうした児童生徒の問題行動等の背景には、児童生徒を 
取り巻く環境の問題が複雑に絡み合っており、特に学校だけでは解決困難なケースについ 
ては、関係機関等と連携した対応が求められている。
 
【事業の目的及び効果】 
　小中学校におけるいじめ、不登校、暴力行為・非行といった問題行動等の諸問題に対し 
スクールソーシャルワーカーがコーディネーター役となり、教育と福祉に関係する諸機関 
と連携しながら、子どもや保護者に対応し、効果的な支援を行うことを目的とする。
 
【事業の内容・実績】 
　学校教育課に社会福祉士等の資格を持つ人材と学校教育経験者等をスクールソーシャル 
ワーカとして配置し、学校や関係諸機関との連絡調整や支援会議への参加、該当の児童生 
徒及び保護者に対しての相談や働きかけを行う。 
　①関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整　 
　②学校内におけるチーム体制の支援 
　③保護者、教職員等に対する支援・相談・情報提供　 
　④教職員等への研修活動　等 
　　平成２５年度：２名配置　２，５０３，７５０円 
　　平成２６年度：３名配置　３，４０６，８００円（８月より２名⇒３名） 
　　平成２７年度：４名配置　５，２５０，０００円（見込） 

　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 5,250 

本年度要求額 5,250 

総務部長段階査定額 5,250 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 5,250 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,750 諸収入 0 

計 5,250 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,500 0 

-229-－ 229 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２９ 項　　目　　名 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　最近の動向として、障がいの重度・重複化や多様化、発達障がい等の児童生徒への対応 
や合理的配慮、早期からの教育的対応に関する要望が高まっている。 

【事業の目的及び効果】 
　改正障害者基本法を受け、特別な支援が必要となる可能性のある子供等に対し、早期か 
ら情報の提供や相談会の実施等に取組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援 
体制を構築するため、早期支援コーディネーターを配置するなど総合的に支援し、早期か 
らの教育相談・支援体制を構築する取組について実践研究を行い、その成果を普及する。
 
 【事業の内容・実績】 
〔Ａ〕系統性のある支援研究事業（3,934千円）＜国委託事業10/10＞ 
　推進中学校区内の小中学校の特別支援教育主任の中から１名を早期支援コーディネータ 
ーに指名し、地域内の早期の教育相談・支援体制を構築する。（H28　湖東・桜ヶ丘・南 
中校区）その間の授業時間数の時間軽減を行うため非常勤講師を配置する。 
〔Ｂ〕早期支援コーディネーター配置事業（1,211千円）＜国1/3、県1/3、市1/3＞ 
　就学相談に関わる専門的スタッフ（早期支援コーディネーター)を教育センターに配置 
し、教育と保育、福祉、保健、医療などの連携の推進役となり、各機関の連絡・調整・情 
報収集を行いながら市全体の相談・支援体制を構築する。 
〔Ｃ〕医療的ケアのための看護師派遣事業（2,100千円）＜国1/3、県1/3、市1/3＞ 
　日常的に「医療的ケア」が必要な児童生徒のある学校に看 護師を派遣し、主治医・担任
と連携を図り、医療的ケアの実施等を行い、教育の充実と安 心安全な教育環境の整備を図
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 5,000 

本年度要求額 7,435 

総務部長段階査定額 7,245 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 7,245 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,104 諸収入 0 

計 7,245 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,141 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３０ 項　　目　　名 郡山市鳥取市小学生交流事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 郡山市鳥取市小学生交流事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市と郡山市の姉妹都市交流は、平成１７年の提携以降、年々活発化している。平成 
２０年には、岡野貞一記念合唱団が郡山市を訪問し、市民、行政との交流を実施した。 
　さらに、郡山市から継続的に推進できる交流事業についての提案があり、平成２１年度 
に鳥取市の小学生が郡山市を訪問し交流を行い、その後相互交流が続いている。２３年度
は、震災の影響もあり大きく事業内容を変更 し実施した。 

【事業の目的及び効果】 
　両市の小学生を隔年で双方の市に派遣し、両市の特色を生かした交流を行う。両市の小 
学生が体験活動や宿泊等で交流活動を行うことによって、親睦や情報交換が図られ、相互 
理解や友好促進が期待できる。
 
【事業の内容・実績】 
　平成２８年度は、本市小学生が郡山市を訪問し交流予定。 

｛事業実績｝ 
　平成２５年度　郡山市小学生２９名、引率８名　計３７名が鳥取市を訪問 
　平成２６年度　本市小学生２２名、引率６名　計２８名が郡山市を訪問 
　平成２７年度　郡山市小学生２８名、引率８名　計３６名が鳥取市を訪問 

　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 1,800 

本年度要求額 1,772 

総務部長段階査定額 1,772 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,772 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,772 諸収入 0 

計 1,772 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-230-－ 230 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０２９ 項　　目　　名 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 早期からの教育相談・支援体制の構築事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　最近の動向として、障がいの重度・重複化や多様化、発達障がい等の児童生徒への対応 
や合理的配慮、早期からの教育的対応に関する要望が高まっている。 

【事業の目的及び効果】 
　改正障害者基本法を受け、特別な支援が必要となる可能性のある子供等に対し、早期か 
ら情報の提供や相談会の実施等に取組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援 
体制を構築するため、早期支援コーディネーターを配置するなど総合的に支援し、早期か 
らの教育相談・支援体制を構築する取組について実践研究を行い、その成果を普及する。
 
 【事業の内容・実績】 
〔Ａ〕系統性のある支援研究事業（3,934千円）＜国委託事業10/10＞ 
　推進中学校区内の小中学校の特別支援教育主任の中から１名を早期支援コーディネータ 
ーに指名し、地域内の早期の教育相談・支援体制を構築する。（H28　湖東・桜ヶ丘・南 
中校区）その間の授業時間数の時間軽減を行うため非常勤講師を配置する。 
〔Ｂ〕早期支援コーディネーター配置事業（1,211千円）＜国1/3、県1/3、市1/3＞ 
　就学相談に関わる専門的スタッフ（早期支援コーディネーター)を教育センターに配置 
し、教育と保育、福祉、保健、医療などの連携の推進役となり、各機関の連絡・調整・情 
報収集を行いながら市全体の相談・支援体制を構築する。 
〔Ｃ〕医療的ケアのための看護師派遣事業（2,100千円）＜国1/3、県1/3、市1/3＞ 
　日常的に「医療的ケア」が必要な児童生徒のある学校に看 護師を派遣し、主治医・担任
と連携を図り、医療的ケアの実施等を行い、教育の充実と安 心安全な教育環境の整備を図
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 5,000 

本年度要求額 7,435 

総務部長段階査定額 7,245 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 7,245 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,104 諸収入 0 

計 7,245 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,141 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３０ 項　　目　　名 郡山市鳥取市小学生交流事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 郡山市鳥取市小学生交流事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市と郡山市の姉妹都市交流は、平成１７年の提携以降、年々活発化している。平成 
２０年には、岡野貞一記念合唱団が郡山市を訪問し、市民、行政との交流を実施した。 
　さらに、郡山市から継続的に推進できる交流事業についての提案があり、平成２１年度 
に鳥取市の小学生が郡山市を訪問し交流を行い、その後相互交流が続いている。２３年度
は、震災の影響もあり大きく事業内容を変更 し実施した。 

【事業の目的及び効果】 
　両市の小学生を隔年で双方の市に派遣し、両市の特色を生かした交流を行う。両市の小 
学生が体験活動や宿泊等で交流活動を行うことによって、親睦や情報交換が図られ、相互 
理解や友好促進が期待できる。
 
【事業の内容・実績】 
　平成２８年度は、本市小学生が郡山市を訪問し交流予定。 

｛事業実績｝ 
　平成２５年度　郡山市小学生２９名、引率８名　計３７名が鳥取市を訪問 
　平成２６年度　本市小学生２２名、引率６名　計２８名が郡山市を訪問 
　平成２７年度　郡山市小学生２８名、引率８名　計３６名が鳥取市を訪問 

　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 1,800 

本年度要求額 1,772 

総務部長段階査定額 1,772 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,772 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,772 諸収入 0 

計 1,772 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-230-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３１ 項　　目　　名 中山間地域ふるさと体験活動支援事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 中山間地域ふるさと体験活動支援事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】校区審議室 0857-20-3089 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　児童生徒が直接ふるさと鳥取の自然・文化や人々と十分にふれあう体験活動は、鳥取市 
教育ビジョンめざす子ども像「ふるさとを思い 志をもつ子」を育成するために大変重要 
であり、各学校でも地域の特色を生かした取組が行われている。 
そのような中、「鳥取市中山間地域対策強化方針」が策定されたのを契機として、佐治町 
の民家での農林家暮らし体験を中心に、林業体験や和紙づくり体験などの自然・文化体験 
を事業化し、平成２３年度から小学生を対象に実施してきている。 

【事業の目的及び効果】 
　児童が、佐治町の農山村での生活体験を通じて、豊かな人間性や社会性などを育むとと 
もに、ふるさとの自然や文化のすばらしさ、人のあたたかさを心や体に刻み込む原体験と 
なることを期待して実施する。 

【事業の内容・実績】 
　佐治町内で小学生が２泊３日の体験活動を行う。 
　○農林家暮らし体験、林業体験、郷土料理づくり体験、魚のつかみどり体験、 
　　和紙づくり体験、星空観察、座禅体験、座禅体験、佐治谷話し　など 
　○平成２８年度は２５校予定 。
［事業実績］ 
　平成２５年度：小学校１１校 
　平成２６年度：小学校１４校 
　平成２７年度：小学校２０校（見込）
　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 10,995 

本年度要求額 15,401 

総務部長段階査定額 13,779 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 13,779 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 13,700 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 79 諸収入 0 

計 13,779 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３２ 項　　目　　名 地域で育む学校支援ボランティア事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地域で育む学校支援ボランティア事業費 ページ 273 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】校区審議室 0857-20-3089 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　地域にコーディネーターを配置し、児童生徒へのきめ細かな指導や学校支援において、 
より組織的・計画的に地域ボランティアを活用する事業が、平成２３年度に県の補助事業 
として始まった。本市でも地域ボランティアを活用している学校は多く、平成２４年度か 
ら事業実施希望校を募って実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　小・中学校の実態に応じて、コーディネーターを配置し、児童生徒の生活・学習支援や 
学校の環境整備・安全パトロールなど地域ボランティアの活動をコーディネートすること 
により、学校と地域が協働しながら、児童生徒へのきめ細かな指導や安全安心な学校生活 
の支援を行う。
 
【事業の内容・実績】 
①ボランティアによる学校支援 
　○学習・生活支援ボランティア（小学校１～３年生） 
　○授業補助（家庭科・書道・総合的な学習等）、読み聞かせ、登下校の見守り、 
　　環境整備　等 
②コーディネーターの配置 
　○ボランティアのコーディネート、連絡調整、研修会参加 
［事業実績］ 
　平成２５年度：２８校（小学校２２校、中学校６校）　５，７１５，０００円 
  平成２６年度：３６校（小学校２９校、中学校７校）　６，４００，０００円 
　平成２７年度：４２校（小学校３３校、中学校９校）　７，７４０，０００円（見込） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 8,235 

本年度要求額 8,610 

総務部長段階査定額 8,610 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 8,610 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 8,610 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 8,610 0 

-231-－ 231 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３３ 項　　目　　名 小学校３～６年生における３５人学級実施事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 小学校３５人学級実施事業費 ページ 275 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　小学校１・２年生を対象に、義務教育への導入時における学校生活への適応の円滑化、 
基本的な生活習慣の習得、基礎学力の定着を図るなど様々な教育課題を解決するため、平 
成１４年度から３０人学級を実施している。平成２４年度から新たに小学校３～６年生を 
対象に１/２協力金方式で３５人学級を実施することとなった。 

【事業の目的及び効果】 
　児童一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が 
図られる。 

【事業の内容・実績】 
　３５人学級実施に伴い、県へ協力金を拠出する。２８年度は、１５校１７ 学級で実施予
定。 
　１／２協力金方式＝２，０００，０００円／人・年 
　平成２５年度：３２，０００，０００円 
　平成２６年度：３６，０００，０００円 
　平成２７年度：４６，０００，０００円（見込） 

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 小学校費

目 教育振興費

前年度当初予算額 40,000 

本年度要求額 34,000 

総務部長段階査定額 34,000 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 34,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 34,000 諸収入 0 

計 34,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３４ 項　　目　　名 中学校２･３年生における３５人学級実施事業費　　　　　　　　　　　
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 中学校３５人学級実施事業費 ページ 277 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　中学校１年生に対するきめ細かな指導環境を整備する必要から、平成１５年から３３人 
学級を実施している。（平成１５年度は、南中１校のみでモデル実施。） 
　平成２４年度から新たに中学校２，３年生を対象に１/２協力金方式で３５人学級を実 
施することとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、中学校生活への円滑な移行、学校不適 
応対策における不登校の未然防止、基礎学力の定着、学力の向上などが図られる。
 
【事業の内容・実績】 
　３５人学級実施に伴い、県へ協力金を拠出する。平成２８年度は中学校全１７校のうち
７校８学級、増教員数１１名で実施する。 
　１／２協力金方式＝２，０００，０００円／人・年 
　平成２５年度：　３２，０００，０００円 
　平成２６年度：　３６，０００，０００円 
　平成２７年度：　３２，０００，０００円（見込）
 
　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 教育振興費

前年度当初予算額 36,000 

本年度要求額 22,000 

総務部長段階査定額 22,000 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 22,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,000 諸収入 0 

計 22,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-232-－ 232 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３３ 項　　目　　名 小学校３～６年生における３５人学級実施事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 小学校３５人学級実施事業費 ページ 275 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　小学校１・２年生を対象に、義務教育への導入時における学校生活への適応の円滑化、 
基本的な生活習慣の習得、基礎学力の定着を図るなど様々な教育課題を解決するため、平 
成１４年度から３０人学級を実施している。平成２４年度から新たに小学校３～６年生を 
対象に１/２協力金方式で３５人学級を実施することとなった。 

【事業の目的及び効果】 
　児童一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が 
図られる。 

【事業の内容・実績】 
　３５人学級実施に伴い、県へ協力金を拠出する。２８年度は、１５校１７ 学級で実施予
定。 
　１／２協力金方式＝２，０００，０００円／人・年 
　平成２５年度：３２，０００，０００円 
　平成２６年度：３６，０００，０００円 
　平成２７年度：４６，０００，０００円（見込） 

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 小学校費

目 教育振興費

前年度当初予算額 40,000 

本年度要求額 34,000 

総務部長段階査定額 34,000 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 34,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 34,000 諸収入 0 

計 34,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３４ 項　　目　　名 中学校２･３年生における３５人学級実施事業費　　　　　　　　　　　
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 中学校３５人学級実施事業費 ページ 277 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　中学校１年生に対するきめ細かな指導環境を整備する必要から、平成１５年から３３人 
学級を実施している。（平成１５年度は、南中１校のみでモデル実施。） 
　平成２４年度から新たに中学校２，３年生を対象に１/２協力金方式で３５人学級を実 
施することとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、中学校生活への円滑な移行、学校不適 
応対策における不登校の未然防止、基礎学力の定着、学力の向上などが図られる。
 
【事業の内容・実績】 
　３５人学級実施に伴い、県へ協力金を拠出する。平成２８年度は中学校全１７校のうち
７校８学級、増教員数１１名で実施する。 
　１／２協力金方式＝２，０００，０００円／人・年 
　平成２５年度：　３２，０００，０００円 
　平成２６年度：　３６，０００，０００円 
　平成２７年度：　３２，０００，０００円（見込）
 
　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 中学校費

目 教育振興費

前年度当初予算額 36,000 

本年度要求額 22,000 

総務部長段階査定額 22,000 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 22,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,000 諸収入 0 

計 22,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-232-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３５ 項　　目　　名 放課後子ども教室推進事業費
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 放課後子ども教室推進事業費 ページ 281 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　平成19年度より事業実施している。平成19，20年度は、美保・美保南校区といった大規 
模校区で、児童クラブの補完的役割を期待して実施した。平成21年度以降は、中山間地域 
の小規模校区で、児童クラブのない校区において実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　子どもの安全で健康的な居場所を確保することや勉強やスポーツ・文化活動、地域住民 
との交流活動の場を確保しながら、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育ま 
れる環境づくりを推進するもの。
 
【事業の内容】 
　放課後や週末等における地域の子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を確保す 
る。地域の様々な資質を有する多くの大人の参画を得て、子どもたちに、様々な体験・交 
流・学習活動の機会を提供する。また、事業の円滑な実施や、より充実した魅力のある事 
業にするため、放課後子ども教室運営委員会を開催する。 

【事業の実績】（対象）原則小学生 
（児童数）平成25年度　神戸24人、明治20人、東郷25人　　 
　　　　　平成26年度　神戸19人、明治19人、東郷23人　 
　　　　　平成27年度　神戸24人、明治21人、東郷22人     
　財源：（国1/3、県1/3、市1/3　補助対象外時間分） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 7,104 

本年度要求額 6,979 

総務部長段階査定額 6,979 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 6,979 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,407 諸収入 0 

計 6,979 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,572 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３６ 項　　目　　名 地域教育力向上モデル事業費
新規
事業

〇

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地域教育力向上モデル事業費 ページ 281 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　近年子どもを取り巻く環境が大きく変化しており、地域全体で子どもたちを育む体制づ 
くりを目指すことが必要となっている。 
　放課後等における環境でも、共働き率の上昇や核家族の増加等により、 総児童数が減少
する中においても、放課後児童クラブでは、入級希望者が年々増加し、対 象児童の拡大を
受け、高学年の入級者数も増加傾向にあり、希望者を受け入れるための体 制整備はもとよ
り、育成支援についても幅広い年齢での発達に応じた対応ができるよう内 容の充実を求め
られている。 
　しかし、次代を担う人材育成のためには、放課後児童クラブでの支援対象児童のみなら 
ず、全ての児童を対象として、多様な体験・活動を行う総合的な放課後対策を図る必要が 
ある。 

【事業の目的及び効果】 
　地域の方々に支えられて、放課後児童クラブに通う児童も含めた全ての子どもたちに 
学習や多様な体験活動を行う居場所を確保し、放課後児童クラブと一体的となった総合的
な放課後の健全育成を推進する。また、これまでも地域住民により児童の登下校の見守り
等が行われているが、この事業により、より深く地域と子どもの絆を築 き、地域で子ども
を育む環境づくりを推進する。 

【事業の内容】
  学校運営委員会の協力を得ながら、地域が主体となり、全ての児童を対象にした学習支
援等を放課後児童クラブと連携して実施する。（年50日程度開設）
　　モデル校：米里小学校
　財源：（国1/3、県1/3、市1/3）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 547 

総務部長段階査定額 547 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 547 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 183 諸収入 0 

計 547 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 364 0 

-233-－ 233 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３７ 項　　目　　名 人権教育推進費（人権教育研究推進事業）
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 人権教育推進費 ページ 283 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　本事業は、文部科学省指定人権教育研究指定校事業の再委託事業である。「人権教育の 
指導方法等の在り方について【第三次とりまとめ】」では、「自分の大切さとともに他の 
人の大切さを認めること」を人権教育の基本理念としており、この理念を基に学校におけ 
る人権教育を推進している。
 
【事業の目的及び効果】 
　人権意識を培うための学校教育の在り方について、指定校による実践的な研究を行い、 
人権教育に関する指導方法等の改善及び充実に資する。
 
【事業内容・実績】 
　平成２５年度：実施なし 
　平成２６年度：１９８，０４０円　美保小 
　平成２７年度：実施なし 
　　※文部科学省委託事業（鳥取県教育委員会への委託）として実施 

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 人権教育費

前年度当初予算額 200 

本年度要求額 360 

総務部長段階査定額 360 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 360 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 360 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 360 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３８ 項　　目　　名 人権教育推進費（いじめ防止教育推進事業）
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 人権教育推進費 ページ 283 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　学校現場で起こるいじめ問題について、すべての学校教育関係者が適切に対応できるた 
め、いじめ防止教育の効果的な取り組みについて検討し、資料や研修を提供することによ 
って学校現場を支援する。いじめ防止教育プログラムをもとに、小・中学校にいじめ防止 
教育の推進を図っている。
 
【事業の目的及び効果】 
　いじめを許さない環境づくりのためのさまざまな手法を研修し、学級経営や人間関係づ 
くりの実践に生かすことを目的とする。
 
【事業の内容・実績】 
　・いじめ防止教育プログラムを基にしたいじめ防止研修会の開催。 
　・１年生の保護者に啓発リーフレットを配布し、いじめ防止への理解を図る。 

　平成２５年度：いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　181,720円 
　平成２６年度：鳥取市いじめ防止対策推進委員会開催 
　　　　　　　　いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　421,000円 
　平成２７年度：鳥取市いじめ防止対策推進委員会開催 
　　　　　　　いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　　587,000円 （見込）
　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 人権教育費

前年度当初予算額 587 

本年度要求額 631 

総務部長段階査定額 509 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 509 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 509 諸収入 0 

計 509 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-234-－ 234 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３７ 項　　目　　名 人権教育推進費（人権教育研究推進事業）
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 人権教育推進費 ページ 283 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　本事業は、文部科学省指定人権教育研究指定校事業の再委託事業である。「人権教育の 
指導方法等の在り方について【第三次とりまとめ】」では、「自分の大切さとともに他の 
人の大切さを認めること」を人権教育の基本理念としており、この理念を基に学校におけ 
る人権教育を推進している。
 
【事業の目的及び効果】 
　人権意識を培うための学校教育の在り方について、指定校による実践的な研究を行い、 
人権教育に関する指導方法等の改善及び充実に資する。
 
【事業内容・実績】 
　平成２５年度：実施なし 
　平成２６年度：１９８，０４０円　美保小 
　平成２７年度：実施なし 
　　※文部科学省委託事業（鳥取県教育委員会への委託）として実施 

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 人権教育費

前年度当初予算額 200 

本年度要求額 360 

総務部長段階査定額 360 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 360 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 360 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 360 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３８ 項　　目　　名 人権教育推進費（いじめ防止教育推進事業）
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 人権教育推進費 ページ 283 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　学校現場で起こるいじめ問題について、すべての学校教育関係者が適切に対応できるた 
め、いじめ防止教育の効果的な取り組みについて検討し、資料や研修を提供することによ 
って学校現場を支援する。いじめ防止教育プログラムをもとに、小・中学校にいじめ防止 
教育の推進を図っている。
 
【事業の目的及び効果】 
　いじめを許さない環境づくりのためのさまざまな手法を研修し、学級経営や人間関係づ 
くりの実践に生かすことを目的とする。
 
【事業の内容・実績】 
　・いじめ防止教育プログラムを基にしたいじめ防止研修会の開催。 
　・１年生の保護者に啓発リーフレットを配布し、いじめ防止への理解を図る。 

　平成２５年度：いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　181,720円 
　平成２６年度：鳥取市いじめ防止対策推進委員会開催 
　　　　　　　　いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　421,000円 
　平成２７年度：鳥取市いじめ防止対策推進委員会開催 
　　　　　　　いじめ防止教育研修会開催、啓発リーフレット 　　587,000円 （見込）
　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 人権教育費

前年度当初予算額 587 

本年度要求額 631 

総務部長段階査定額 509 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 509 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 509 諸収入 0 

計 509 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-234-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

教０３９ 項　　目　　名 人権教育推進費（携帯インターネット教育啓発推進事業）
新規
事業

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 人権教育推進費 ページ 283 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】生徒指導係 0857-20-3366 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　近年のスマートフォン、インターネット機能を持つゲーム機、音楽プレーヤー等の急 
速な普及に伴い、高い利便性を得る一方で児童生徒が長時間利用による生活習慣の乱れ 
や不適正な利用による「ネット被害」やＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）に 
よるトラブルなど情報化に伴う新たな問題が発生している。 
　また、インターネットを使ったいじめも問題となってきており、平成２５年９月に施 
行された「いじめ防止対策推進法」において、インターネットを通じて行われるいじめ 
に対する対策の推進を図ることが示され、インターネットを通じて行われるいじめを防 
止し、効果的に対処することができるよう啓発活動を行うことが求められている。 

【事業の目的及び効果】
　インターネット等とのつきあい方を学ぶことで情報モラル教育を推進し、児童生徒がト
ラブルに巻き込まれる可能性のある行為やいじめ等につながる行為を未然に防ぐ。

【事業の内容及び実績】 
　市内の各小・中学校において、児童・生徒及び保護者、職員を対象に情報モラルに関 
する専門家による講演を行う。

　平成２６年度　１１０，０００円 
　平成２７年度　１７０，０００円（見込）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 人権教育費

前年度当初予算額 300 

本年度要求額 300 

総務部長段階査定額 300 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 300 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 300 諸収入 0 

計 300 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 116 諸収入 0 

計 116 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 116 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】4102 
 
【事業の経過及び背景】 
　　全国で相次いで起きた登校中の児童生徒が巻き込まれる交通事故を受けて平成２４年 
　度以降、関係機関と連携し道路の交通環境整備等により通学路の交通安全の確保に取り 
　組んでいる。また、交通安全の確保にあたっては、児童生徒自身が、危険を予測し回避 
　するという交通安全への基本意識の徹底も重要となっている。 
　　こうした中、平成２７年６月１日施行の道路交通法の一部改正に伴い、自転車運転中 
　の危険なルール違反により自転車運転講習の受講が義務付けられることとなった。講習 
　対象は中学生（１４歳以上）も含まれ、児童生徒自身が交通ルールを守る安全教育はも 
　とより、危険から身を守る意識の啓発が必要となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　　道路交通法の一部改正の周知や法令遵守の取り組み及び「交通事故に合わない、起こ 
　さない」ための児童生徒の意識を啓発することにより交通事故等の危険につながる行為 
　を未然に防ぐ。 
 
【事業の内容・実績】 
　①児童生徒からの交通安全に関するスローガンの募集 
　　市内小中学生を対象に交通ルールの遵守や交通安全を呼びかける内容のスローガンを 
　　募集する。 
　　　小学校４４校、中学校１７校の児童生徒を対象に実施予定 
　②啓発ビデオ作成コンテストの実施 
　　市内中学校を対象に交通安全の啓発ビデオの作成を募集する。 
　　　実施予定　１７校を予定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 171 

総務部長段階査定額 116 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校安全推進事業費 ページ 273 所　　属　　名

教０４０ 項　　目　　名 交通安全対策事業費
新規
事業

〇
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 15,813 諸収入 0 

計 15,813 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 15,813 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度まで、合併以前の各地域の制度のまま実施されていた遠距離通学費補助制 
度は、平成２２年度から全市統一の制度に移行し、実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　遠距離、地勢的危険等の条件を有する地域から通学する児童の保護者に対し補助金を交 
付し、経済的負担の軽減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　バス若しくはＪＲ又は自家用車での送迎による通学にかかる経費のうち、一定の自己負
担 額を除いた金額を補助する。
　１か月あたりの自己負担額（世帯内の高校生から年齢の高い順）
　第１子：２，４３０円
　第２子：１，２１５円（第１子の半額）
　第３子：　　　　０円（自己負担額なし）
 
　平成２５年度：支給者６０２人、１６，０８７，２７６円 
　平成２６年度：支給者５７３人、１６，５２３，０２１円 
　平成２７年度：支給者５６５人、１６，４５７，０００円 （見込）
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 15,813 

総務部長段階査定額 15,813 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 遠距離通学費補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４１ 項　　目　　名 遠距離通学費補助金（小学校）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,105 諸収入 0 

計 11,344 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 239 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,344 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度まで、合併以前の各地域の制度のまま実施されていた遠距離通学費補助制 
度は、平成２２年度から全市統一の制度に移行し、実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　遠距離、地勢的危険等の条件を有する地域から通学する生徒の保護者に対し補助金を交 
付し、経済的負担の軽減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　バス若しくはＪＲ又は自家用車での送迎による通学にかかる経費のうち、一定の自己負
担額を除いた金額を補助する。
　１か月あたりの自己負担額（世帯内の高校生から年齢の高い順）
　第１子：４，８６０円
　第２子：２，４３０円（第１子の半額）
　第３子：　　　　０円（自己負担額なし）

　平成２５年度：支給者１０４人、　９，３８１，０５８円 
　平成２６年度：支給者１２５人、１０，０３５，２９１円 
　平成２７年度：支給者１２８人、１１，２３５，０００円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 11,344 

総務部長段階査定額 11,344 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 遠距離通学費補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４２ 項　　目　　名 遠距離通学費補助金（中学校）
新規
事業
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 15,813 諸収入 0 

計 15,813 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 15,813 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度まで、合併以前の各地域の制度のまま実施されていた遠距離通学費補助制 
度は、平成２２年度から全市統一の制度に移行し、実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　遠距離、地勢的危険等の条件を有する地域から通学する児童の保護者に対し補助金を交 
付し、経済的負担の軽減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　バス若しくはＪＲ又は自家用車での送迎による通学にかかる経費のうち、一定の自己負
担 額を除いた金額を補助する。
　１か月あたりの自己負担額（世帯内の高校生から年齢の高い順）
　第１子：２，４３０円
　第２子：１，２１５円（第１子の半額）
　第３子：　　　　０円（自己負担額なし）
 
　平成２５年度：支給者６０２人、１６，０８７，２７６円 
　平成２６年度：支給者５７３人、１６，５２３，０２１円 
　平成２７年度：支給者５６５人、１６，４５７，０００円 （見込）
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 15,813 

総務部長段階査定額 15,813 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 遠距離通学費補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４１ 項　　目　　名 遠距離通学費補助金（小学校）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,105 諸収入 0 

計 11,344 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 239 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,344 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度まで、合併以前の各地域の制度のまま実施されていた遠距離通学費補助制 
度は、平成２２年度から全市統一の制度に移行し、実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　遠距離、地勢的危険等の条件を有する地域から通学する生徒の保護者に対し補助金を交 
付し、経済的負担の軽減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　バス若しくはＪＲ又は自家用車での送迎による通学にかかる経費のうち、一定の自己負
担額を除いた金額を補助する。
　１か月あたりの自己負担額（世帯内の高校生から年齢の高い順）
　第１子：４，８６０円
　第２子：２，４３０円（第１子の半額）
　第３子：　　　　０円（自己負担額なし）

　平成２５年度：支給者１０４人、　９，３８１，０５８円 
　平成２６年度：支給者１２５人、１０，０３５，２９１円 
　平成２７年度：支給者１２８人、１１，２３５，０００円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 11,344 

総務部長段階査定額 11,344 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 遠距離通学費補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４２ 項　　目　　名 遠距離通学費補助金（中学校）
新規
事業

-236-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 26,282 諸収入 0 

計 26,720 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 438 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 26,720 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　学校教育法第１８条により経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒 に対して
就学に要する経費を支給している。準要保護世帯への援助に関しては 平成１７年度より税
源移譲が行われた上で国庫補助が廃止されている。 
　平成２６年度には、消費税増税に伴う保護者の負担増により支給金額の単価を増額する
など社会情勢等を考慮しながら必要な支援を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　要保護及び準要保護世帯の経済的負担の縮減を図る。 

【事業の内容・実績】 
　経済的な理由により教育費の支払いに困窮している保護者に対し、就学のため必要な学
用品費、修学旅行費等の一部を援助する。 

　平成２５年度：援助対象者１，３６５人　２７，３９７，７４３円 
　平成２６年度：援助対象者１，３５７人　２６，９５９，２９０円 
　平成２７年度：援助対象者１，３３６人　２６，８１１，０００円（見込） 
 
　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 26,720 

総務部長段階査定額 26,720 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 要保護・準要保護児童就学援助費 ページ 273 所　　属　　名

教０４３ 項　　目　　名 要保護・準要保護児童就学援助費（小学校）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 34,606 諸収入 0 

計 35,481 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 875 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 35,481 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　学校教育法第１８条により経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒 に対して
就学に要する経費を支給している。準要保護世帯への援助に関しては 平成１７年度より税
源移譲が行われた上で国庫補助が廃止されている。 
　平成２６年度には、消費税増税に伴う保護者の負担増により支給金額の単価を増額する
など社会情勢等を考慮しながら必要な支援を行っている。

【事業の目的及び効果】 
　要保護及び準要保護世帯の経済的負担の縮減を図る。 

【事業の内容】 
　経済的な理由により教育費の支払いに困窮している保護者に対し、就学のため必要な学
用品費、修学旅行費等の一部を援助する。

　平成２５年度：援助対象者７６５人　３５，９００，９００円 
　平成２６年度：援助対象者８２５人　３７，４２８，３６０円 
　平成２７年度：援助対象者７５０人　３４，３９７，０００円（見込） 
 
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 35,481 

総務部長段階査定額 35,481 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 要保護・準要保護児童就学援助費 ページ 273 所　　属　　名

教０４４ 項　　目　　名 要保護・準要保護児童就学援助費（中学校）
新規
事業

-237-－ 237 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 100 諸収入 0 

計 100 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 100 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376
　
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　学校保健教育の推進を図ることを目的に、中国地区学校保健研究協議大会が各県持ち回 
りで実施されており、平成２８年度は鳥取市を会場に開催される。 

【事業の目的及び効果】 
　中国五県の学校保健、学校安全に関する実践例をもとに諸課題について研究協議を深め 
る中で、その充実と発展を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　第６１回中国地区学校保健研究協議大会の事業者に対し、開催市として補助金を交付し 
大会運営を支援する。 
　平成２３年度　１５０，０００円（第５６回大会　鳥取市にて開催） 
 
①大会名称：第６１回中国地区学校保健研究協議大会 
②開催期日：平成２８年８月１８日（木） 
③事 業 者：第６１回中国地区学校保健研究協議大会鳥取県実行委員会（予定） 
④会　　場：とりぎん文化会館 
⑤参 加 者：３５０人（予定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 100 

総務部長段階査定額 100 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 中国地区学校保健研究協議大会補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４５ 項　　目　　名 中国地区学校保健研究協議大会補助金
新規
事業

〇

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 62,629 諸収入 5,053 

計 67,682 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 5,053 0 

市長段階査定額 67,682 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　学校給食センターと学校（給食室）との間を給食用コンテナにより配送・回収する必要
があるため、安定的かつ効率的な実施を図るため、専用車を有する業者に委託している。

【事業の目的・効果】 
　学校給食センターから受配校である小・中学校までの給食の配送・回収を、継続的かつ 
安定的に実施する。
 
【事業の内容・実績】 
　学校給食センターと学校（給食室）との間を給食用コンテナにより配送・回収する必要 
があるため、専用車を有する業者に委託して実施する。 
　　因伯通運㈱　〔債務負担行為： Ｈ27～29〕
　　　　　　　　　　第一・第二・湖東・国府学校給食センター、小中学校43校
　　　　　　　　〔随意契約（単年契約）Ｈ28〕
　　　　　　　　　　県立学校配送業務　 
　　平成２５年度　６４，５５７千円 
　　平成２６年度　７０，０８４千円　　　　　　　 
　　平成２７年度　６７，７３８千円(見込み) 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 
*その他財源の諸収入は、学校給食負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 67,739 

本年度要求額 67,682 

総務部長段階査定額 67,682 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 給食配送委託費 ページ 295 所　　属　　名

教０４６ 項　　目　　名 給食配送委託費
新規
事業

-238-－ 238 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 100 諸収入 0 

計 100 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 100 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-20-3376
　
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　学校保健教育の推進を図ることを目的に、中国地区学校保健研究協議大会が各県持ち回 
りで実施されており、平成２８年度は鳥取市を会場に開催される。 

【事業の目的及び効果】 
　中国五県の学校保健、学校安全に関する実践例をもとに諸課題について研究協議を深め 
る中で、その充実と発展を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　第６１回中国地区学校保健研究協議大会の事業者に対し、開催市として補助金を交付し 
大会運営を支援する。 
　平成２３年度　１５０，０００円（第５６回大会　鳥取市にて開催） 
 
①大会名称：第６１回中国地区学校保健研究協議大会 
②開催期日：平成２８年８月１８日（木） 
③事 業 者：第６１回中国地区学校保健研究協議大会鳥取県実行委員会（予定） 
④会　　場：とりぎん文化会館 
⑤参 加 者：３５０人（予定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 教育総務費

目 教育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 100 

総務部長段階査定額 100 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 中国地区学校保健研究協議大会補助金 ページ 273 所　　属　　名

教０４５ 項　　目　　名 中国地区学校保健研究協議大会補助金
新規
事業

〇

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 62,629 諸収入 5,053 

計 67,682 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 5,053 0 

市長段階査定額 67,682 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　学校給食センターと学校（給食室）との間を給食用コンテナにより配送・回収する必要
があるため、安定的かつ効率的な実施を図るため、専用車を有する業者に委託している。

【事業の目的・効果】 
　学校給食センターから受配校である小・中学校までの給食の配送・回収を、継続的かつ 
安定的に実施する。
 
【事業の内容・実績】 
　学校給食センターと学校（給食室）との間を給食用コンテナにより配送・回収する必要 
があるため、専用車を有する業者に委託して実施する。 
　　因伯通運㈱　〔債務負担行為： Ｈ27～29〕
　　　　　　　　　　第一・第二・湖東・国府学校給食センター、小中学校43校
　　　　　　　　〔随意契約（単年契約）Ｈ28〕
　　　　　　　　　　県立学校配送業務　 
　　平成２５年度　６４，５５７千円 
　　平成２６年度　７０，０８４千円　　　　　　　 
　　平成２７年度　６７，７３８千円(見込み) 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 
*その他財源の諸収入は、学校給食負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 67,739 

本年度要求額 67,682 

総務部長段階査定額 67,682 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 給食配送委託費 ページ 295 所　　属　　名

教０４６ 項　　目　　名 給食配送委託費
新規
事業

-238-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 421,702 諸収入 3,564 

計 425,266 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 3,564 0 

市長段階査定額 425,266 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】 学校給食係 0857-20-3372 
【１０次総の施策体系】1102
【事業の経過及び背景】
　民間の経営感覚やノウハウを活かして、安心・安全な学校給食の安定的な実施を図るた
め、学校給食センターの調理業務の民間業者委託を進め、Ｈ23年度には全ての学校給食セ
ンターで民間委託が完了した。
【事業の目的・効果】 
　学校給食センターの調理業務等を、業者委託により、継続的かつ安定的に実施する。 
【事業の内容・実績】 
①物資調達業務 　　　　　〔随意契約〕（公財）鳥取市学校給食会 
②湖東学校給食センター 　〔債務負担行為：Ｈ26～30〕（株）メフォス 
③国府学校給食センター　〔債務負担行為：Ｈ26～30〕（株）メフォス 
④第二学校給食センター 　〔債務負担行為：Ｈ27～32〕（公財）鳥取市学校給食会 
⑤気高・鹿野・青谷学校給食センター 
　　　　　　　　　　　　〔債務負担行為：Ｈ27～32〕（公財）鳥取市学校給食会 
⑥第一学校給食センター　〔債務負担行為：Ｈ28～32〕（公財）鳥取市学校給食会 
⑦河原学校給食センター　 〔債務負担行為：Ｈ28～32〕（公財）鳥取市学校給食会 
⑧国府学校給食センター県立学校調理業務追加分 
　　　　　　　　　　　　〔随意契約：Ｈ26～（単年契約）〕　　　 ③受託業者 
　平成２５年度　４０５，００５千円 
　平成２６年度　４１８，５３１千円 
　平成２７年度　４２２，２４６千円(見込み) 

*その他財源の諸収入は、学校給食負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 422,246 

本年度要求額 425,266 

総務部長段階査定額 425,266 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 給食調理委託費 ページ 295 所　　属　　名

教０４７ 項　　目　　名 給食調理委託費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 39,932 諸収入 0 

計 40,011 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 79 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 40,011 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　就学援助制度として学校給食費の一部を援助している。ひとり親家庭の増加や地域経済
の低迷等により、対象者が年々増加傾向にある。

【事業の目的・効果】 
　経済的な生活困窮家庭の児童の学校給食費の一部を援助することにより、家庭の負担を 
軽減するものである。

【事業の内容・実績】 
児童の学校給食費の一部を援助する。 
援助単価：学校給食単価の７０％ 

　平成２５年度　援助対象者１，１４８人　４０，９４１千円 
　平成２６年度　援助対象者１，１３４人　４１，９８３千円 
　平成２７年度　援助対象者１，１７０人　４０，７４４千円（見込み） 

　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 40,744 

本年度要求額 40,011 

総務部長段階査定額 40,011 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 準要保護児童・生徒給食扶助費 ページ 295 所　　属　　名

教０４８ 項　　目　　名 準要保護児童・生徒給食扶助費（小学校）
新規
事業

-239-－ 239 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 25,794 諸収入 0 

計 25,794 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 25,794 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　就学援助制度として学校給食費の一部を援助している。ひとり親家庭の増加や地域経済
の低迷等により、対象者が年々増加傾向にある。

【事業の目的・効果】 
　経済的な生活困窮家庭の生徒の学校給食費の一部を援助することにより、家庭の負担を 
軽減するものである。 

【事業の内容・実績】 
生徒の学校給食費の一部を援助する。 
援助単価：学校給食単価の70％ 

　平成２５年度　援助対象者６３４人　２４，７０２千円 
　平成２６年度　援助対象者６７３人　２６，９８５千円 
　平成２７年度　援助対象者６１４人　２５，９８６千円（見込み） 
　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 25,986 

本年度要求額 25,794 

総務部長段階査定額 25,794 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 準要保護児童・生徒給食扶助費 ページ 295 所　　属　　名

教０４９ 項　　目　　名 準要保護児童・生徒給食扶助費（中学校）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,670 諸収入 0 

計 2,670 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,670 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102
 
【事業の経過及び背景】
　食物アレルギーを有する児童生徒が年々増加傾向にある中で、鳥取市では、食物アレル
ギーに配慮した献立の工夫に取り組むとともに、アレルギーの原因食物を記した献立表を
希望者に配布してきた。さらに、平成２６年度後期から卵、平成２７年度後期から卵・乳
の除去食・代替食の食物アレルギー対応給食を実施している。

【事業の目的・効果】 
　食物アレルギーを有する児童生徒にアレルギーの原因となる食物(卵及び乳)を除去して
提供す るとともに、専門家の講師による講演、先進地視察により、食物アレルギー対応給
食への 知識を深める。 

【事業の内容・実績】 
　食物アレルギーに関する講演会の開催、対応に必 要な調理業務の委託などを行う。 
　平成２６年度　６，３２７千円（平成26年度からの新規事業） 
　平成２７年度　２，６８６千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 2,686 

本年度要求額 2,690 

総務部長段階査定額 2,670 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 運営管理費等 ページ 295 所　　属　　名

教０５０ 項　　目　　名 学校給食食物アレルギー対策事業費
新規
事業

-240-－ 240 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 25,794 諸収入 0 

計 25,794 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 25,794 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　就学援助制度として学校給食費の一部を援助している。ひとり親家庭の増加や地域経済
の低迷等により、対象者が年々増加傾向にある。

【事業の目的・効果】 
　経済的な生活困窮家庭の生徒の学校給食費の一部を援助することにより、家庭の負担を 
軽減するものである。 

【事業の内容・実績】 
生徒の学校給食費の一部を援助する。 
援助単価：学校給食単価の70％ 

　平成２５年度　援助対象者６３４人　２４，７０２千円 
　平成２６年度　援助対象者６７３人　２６，９８５千円 
　平成２７年度　援助対象者６１４人　２５，９８６千円（見込み） 
　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 25,986 

本年度要求額 25,794 

総務部長段階査定額 25,794 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 準要保護児童・生徒給食扶助費 ページ 295 所　　属　　名

教０４９ 項　　目　　名 準要保護児童・生徒給食扶助費（中学校）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,670 諸収入 0 

計 2,670 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,670 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102
 
【事業の経過及び背景】
　食物アレルギーを有する児童生徒が年々増加傾向にある中で、鳥取市では、食物アレル
ギーに配慮した献立の工夫に取り組むとともに、アレルギーの原因食物を記した献立表を
希望者に配布してきた。さらに、平成２６年度後期から卵、平成２７年度後期から卵・乳
の除去食・代替食の食物アレルギー対応給食を実施している。

【事業の目的・効果】 
　食物アレルギーを有する児童生徒にアレルギーの原因となる食物(卵及び乳)を除去して
提供す るとともに、専門家の講師による講演、先進地視察により、食物アレルギー対応給
食への 知識を深める。 

【事業の内容・実績】 
　食物アレルギーに関する講演会の開催、対応に必 要な調理業務の委託などを行う。 
　平成２６年度　６，３２７千円（平成26年度からの新規事業） 
　平成２７年度　２，６８６千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 2,686 

本年度要求額 2,690 

総務部長段階査定額 2,670 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 運営管理費等 ページ 295 所　　属　　名

教０５０ 項　　目　　名 学校給食食物アレルギー対策事業費
新規
事業

-240-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,899 諸収入 38 

計 24,037 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 38 0 

市長段階査定額 24,037 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 15,100 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372
 
【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　学校給食センターの主要調理機器は、耐用年数を経過しているものが多い状況となって
おり、年次計画的に早急な整備が必要となっている。

【事業の目的・効果】 
　安全・安心でおいしい学校給食を継続的かつ安定的に供給するため、学校給 食センター
及び学校備品を更新する。また、各学校給食センターの大型調理機器について 、年次計画
的更新を図る。
 
【事業の内容・実績】 
①学校給食センター調理機器等の更新　　各学校給食センター　　　　　　　　　　　　 
②学校保存食用冷凍庫の更新　　　　　　2校 
③学校牛乳保冷庫の更新　　　　　　　　3校　 
④消毒保管庫の更新　　第一・第二・鹿野・青谷 
⑤スチームコンベクションの更新　気高 
ほか 
　平成２５年度　２４，６９８千円 
　平成２６年度　１４，６８６千円 
　平成２７年度　３６，６７９千円（見込み） 

*その他財源の諸収入は、学校給食負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 36,679 

本年度要求額 26,708 

総務部長段階査定額 24,037 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 給食センター整備費 ページ 297 所　　属　　名

教０５１ 項　　目　　名 備品整備（学校給食センター）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 106 諸収入 500 

計 606 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 500 0 

市長段階査定額 606 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　学校給食費の未納により、学校における徴収事務の増加や学校給食センターの材料費の
支払いに影響を及ぼしている。未納の対策として、学校給食未納対策マニュアルにより、
段階に応じた文書督促や個別訪問等を行っている。

【事業の目的・効果】 
　未納者に対して法的措置を視野に入れた対策を行い、未納額を減少させ、滞りのない支
払効果を得ることで、公平・公正を確保するとともに、円滑な学校給食の運営を図る。 

【事業の内容・実績】 
　理解の得られない保護者に対して、簡易裁判所への支払督促申立て、仮執行支払督促申 
立て、地方裁判所への債権差押命令申立て等を行う。また、異議申立てがあった場合には 
口頭弁論を行い適切な対応をする。 
　支払督促申立て、債権差押命令申立て、口頭弁論などの手続費用、学校への 還付を計上
するものである。 
　平成２５年度　支払督促申立て２件、債権差押命令申立て０件、口頭弁論０件 
　平成２６年度　支払督促申立て０件、債権差押命令申立て０件、口頭弁論０件 
　平成２７年度　支払督促申立て０件、債権差押命令申立て０件、口頭弁論０件
　
*その他財源の諸収入は、学校給食費未納金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 学校給食費

前年度当初予算額 606 

本年度要求額 606 

総務部長段階査定額 606 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 学校給食未納対策費 ページ 297 所　　属　　名

教０５２ 項　　目　　名 学校給食未納対策費
新規
事業

-241-－ 241 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,376 諸収入 0 

計 11,376 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,376 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359

【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】　 
　鳥取藩主池田家墓所は、（公財）史跡鳥取藩主池田家墓所保存会が事業主体となり、日 
常的な管理事業及び保存修理事業を実施し、いずれも「公益財団法人史跡鳥取藩主池田家 
墓所保存会運営補助金等交付要綱」に基づいて鳥取市は補助負担している。このうち、保 
存修理事業は、平成１５年度に策定した保存整備計画に基き、劣化の進行した個所に関す 
る保存修理を実施中である。事業期間は、平成１６年度から平成３２年度までの予定。
 
【事業の目的及び効果】 
　経費及び管理費の一部を補助し、文化財の保護・保存を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　◎管理事業（単県・市事業：県・市が各１／２の割合で負担） 
　　※管理人報酬・理事会等管理費と啓発事業（①燈籠会②写真コンクール開催等） 
　◎保存修理事業（国庫事業：国１／２、県・市が各１／４の割合で負担） 
　　※藩主墓の保存整備工事・設計監理・保存整備委員会（２回）・29年度の設計。 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１４，２４７千円 
　平成２６年度決算額　　１６，５２７千円 
　平成２７年度決算額　　１４，４４２千円（見込）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 14,442 

本年度要求額 11,376 

総務部長段階査定額 11,376 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 指定文化財等管理費 ページ 283 所　　属　　名

教０５３ 項　　目　　名 史跡鳥取藩主池田家墓所管理補助金
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 37,103 諸収入 0 

計 249,945 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 164,342 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 249,945 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 48,500 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取城跡附太閤ヶ平は、昭和３２年に国指定文化財になって以後、年次計画で昭和１８ 
年の鳥取大震災等で損傷した石垣の保存修理を実施してきた。現在は、「史跡鳥取城跡保 
存整備実施計画」（平成１８年度策定）に基づき、平成３０年度頃の主要門復元を目標に
大手登城路復元整備事業に取り組んでおり、復元の資料を得るための発掘調査を、２０年
度より補助事業として実施している。 
【事業の目的及び効果】 
　市民からも要望の強い鳥取城跡の復元整備・環境整備を推進し、文化財としての保存・ 
活用を図る。また、史跡の管理・活用を適正に実施する。 
【事業の内容・実績】 
１．復元等整備事業 
　擬宝珠橋復元工事・設計監理業務（債務負担 ２年間）  
　石垣修理工事等 
２．管理活用事業　　 
（１）史跡の保存・活用に係る環境整備（樹木伐採・除草等） 
（２）学識経験者による鳥取城跡保存整備検討委員会の開催 
（３）学術調査の実施 
（４）鳥取城調査研究年報・資料集の刊行 
（５）鳥取城フォーラムの教育普及事業の実施 

・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　７１，９２８千円 
　平成２６年度決算額　　８５，０４５千円＋３７，０７７千円（保存整備事業費） 
　　　　　　　　　　　　　　＝１２２，１２２千円 
　平成２７年度決算額　１１４，４５２千円 （見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 114,452 

本年度要求額 353,877 

総務部長段階査定額 249,945 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取城跡保存修理事業費 ページ 283 所　　属　　名

教０５４ 項　　目　　名 鳥取城跡保存修理事業費
新規
事業

-242-－ 242 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,376 諸収入 0 

計 11,376 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,376 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359

【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】　 
　鳥取藩主池田家墓所は、（公財）史跡鳥取藩主池田家墓所保存会が事業主体となり、日 
常的な管理事業及び保存修理事業を実施し、いずれも「公益財団法人史跡鳥取藩主池田家 
墓所保存会運営補助金等交付要綱」に基づいて鳥取市は補助負担している。このうち、保 
存修理事業は、平成１５年度に策定した保存整備計画に基き、劣化の進行した個所に関す 
る保存修理を実施中である。事業期間は、平成１６年度から平成３２年度までの予定。
 
【事業の目的及び効果】 
　経費及び管理費の一部を補助し、文化財の保護・保存を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　◎管理事業（単県・市事業：県・市が各１／２の割合で負担） 
　　※管理人報酬・理事会等管理費と啓発事業（①燈籠会②写真コンクール開催等） 
　◎保存修理事業（国庫事業：国１／２、県・市が各１／４の割合で負担） 
　　※藩主墓の保存整備工事・設計監理・保存整備委員会（２回）・29年度の設計。 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１４，２４７千円 
　平成２６年度決算額　　１６，５２７千円 
　平成２７年度決算額　　１４，４４２千円（見込）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 14,442 

本年度要求額 11,376 

総務部長段階査定額 11,376 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 指定文化財等管理費 ページ 283 所　　属　　名

教０５３ 項　　目　　名 史跡鳥取藩主池田家墓所管理補助金
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 37,103 諸収入 0 

計 249,945 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 164,342 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 249,945 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 48,500 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取城跡附太閤ヶ平は、昭和３２年に国指定文化財になって以後、年次計画で昭和１８ 
年の鳥取大震災等で損傷した石垣の保存修理を実施してきた。現在は、「史跡鳥取城跡保 
存整備実施計画」（平成１８年度策定）に基づき、平成３０年度頃の主要門復元を目標に
大手登城路復元整備事業に取り組んでおり、復元の資料を得るための発掘調査を、２０年
度より補助事業として実施している。 
【事業の目的及び効果】 
　市民からも要望の強い鳥取城跡の復元整備・環境整備を推進し、文化財としての保存・ 
活用を図る。また、史跡の管理・活用を適正に実施する。 
【事業の内容・実績】 
１．復元等整備事業 
　擬宝珠橋復元工事・設計監理業務（債務負担 ２年間）  
　石垣修理工事等 
２．管理活用事業　　 
（１）史跡の保存・活用に係る環境整備（樹木伐採・除草等） 
（２）学識経験者による鳥取城跡保存整備検討委員会の開催 
（３）学術調査の実施 
（４）鳥取城調査研究年報・資料集の刊行 
（５）鳥取城フォーラムの教育普及事業の実施 

・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　７１，９２８千円 
　平成２６年度決算額　　８５，０４５千円＋３７，０７７千円（保存整備事業費） 
　　　　　　　　　　　　　　＝１２２，１２２千円 
　平成２７年度決算額　１１４，４５２千円 （見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 114,452 

本年度要求額 353,877 

総務部長段階査定額 249,945 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取城跡保存修理事業費 ページ 283 所　　属　　名

教０５４ 項　　目　　名 鳥取城跡保存修理事業費
新規
事業

-242-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 19,154 諸収入 0 

計 19,154 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 19,154 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　　仁風閣は明治４０年、当時の皇太子（後の大正天皇）の山陰行啓に際し宿舎として建
　設されたものである。この建物はルネッサンス様式を基調とした木造二階建て、山陰地
　方における数少ない明治洋風建築であり昭和４８年６月、国重要文化財に指定された。 
　　昭和４９年から５１年にかけて半解体修理を行い、以後定期的に外壁塗装の塗り替え 
　など維持管理を行っている。 
　　また、昭和５１年１１月から一般公開を行い、平成１８年４月から指定管理者制度を 
　導入している。  平成２５年度及び２６年度に防火設備を更新した。
【事業の目的及び効果】 
　重要文化財仁風閣及び宝扇庵の適正かつ円滑な管理運営を行うとともに、仁風閣を通じ
て文化財愛護精神の啓発を図る。 
【事業の内容・実績】 
・仁風閣及び宝扇庵の管理運営 
　　○指定管理者　公益財団法人鳥取市文化財団（平成２８年度から３２年度まで） 
　　○業務の範囲　仁風閣等の利用に関する業務 
　　　　　　　　　施設設備の維持管理に関する業務 
　　　　　　　　　企画展示等に関する業務 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　２４，５５７千円 
　平成２６年度決算額　　２８，６２８千円 
　平成２７年度決算額　　２８，０２５千円 （見込）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 28,025 

本年度要求額 19,154 

総務部長段階査定額 19,154 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 仁風閣・宝扇庵管理費 ページ 283 所　　属　　名

教０５５ 項　　目　　名 仁風閣・宝扇庵管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 10,047 諸収入 0 

計 19,967 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,920 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 19,967 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 

【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】
　地下の遺構や遺物は埋蔵文化財であり、市内には約４，８００箇所の埋蔵文化財包蔵地
が確認されている。埋蔵文化財保護等について、文化財保護法で規定されている。

【事業の目的及び効果】 
　埋蔵文化財が確認されている場所で計画されている各種開発事業と調整を図り、文化財 
保護に努める。 

【事業の内容・実績】 
　各種開発事業に先立ち、遺跡の有無を確認するための発掘調査を実施し、開発事業との 
調整を図る。
　また、倭文６号墳から出土した鉄製品の活用を図るために調査を行う。埋蔵文化財包蔵
地を周知するために遺跡分布図をデジタル化する。 
  
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１９，５７３千円 
　平成２６年度決算額　　１５，１０５千円 
　平成２７年度決算額　　１６，５５５千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 16,555 

本年度要求額 23,137 

総務部長段階査定額 19,967 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 文化財調査費 ページ 285 所　　属　　名

教０５６ 項　　目　　名 文化財調査費
新規
事業

-243-－ 243 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,407 諸収入 0 

計 4,407 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 4,407 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　　青谷上寺地遺跡は「地下の弥生の博物館」と称される、弥生時代の多種多様な遺物が 
　大量に出土している貴重な遺跡であり、平成20年に国史跡に指定された。その後も、22 
　年8月5日、23年9月21日、25年10月17日及び26年10月6日付で追加指定され、現在の指定 
　面積は146,132.99平方メートルである。 
　　史跡の保存活用事業推進のため、平成22年度に鳥取県と鳥取市を事務局とする青谷上 
　寺地遺跡史跡保存活用協議会を設立し、史跡指定地内での田んぼアート、古代米栽培や 
　料理講座、キャラクター募集等、様々な活動を行っている。 
　　史跡地内の公有地化が概ね完了するため、平成28年度から整備のための基本設計に着 
　手する。 
【事業の目的及び効果】 
　　青谷上寺地遺跡公園の遺跡保護と景観の保全管理に努める。 
　　史跡保存活用協議会の円滑な事業運営に努める。 
　　鳥取県と協力して青谷上寺地遺跡の整備を行う。 
【事業の内容・実績】 
　　水路周辺など公園区域内の除草作業を実施し、周辺の水田・住宅等に影響を及ぼさな 
　いよう、遺跡の保護と景観の保全管理を行う。 
　　史跡保存活用協議会の管理運営事業に対して経費を半額負担する。 
　　青谷上寺地遺跡整備に向けて鳥取県と共同して基本設計を行う。 
　 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　３，２１０千円 
　平成２６年度決算額　　２，８１８千円 
　平成２７年度決算額　　３，２６４千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 3,264 

本年度要求額 4,407 

総務部長段階査定額 4,407 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 青谷上寺地遺跡管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０５７ 項　　目　　名 上寺地遺跡管理事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 44,267 諸収入 0 

計 131,528 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,261 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 131,528 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　旧美歎水源地水道施設は鳥取市の水がめとして大正から昭和にかけて６０年にわたって
使用された水道施設で、かつての上水道施設のありようを伝える貴重な近代化遺産として
平成１９年６月に国の重要文化財に指定された。
　平成２０年度に「旧美歎水源地水道施設保存整備基本計画」、平成２５年度に文化庁の
指導を得て「保存活用計画」を策定した。 
　これらの計画に基づき、指定文化財の修理・環境整備工事を実施する。 
【事業の目的及び効果】 
　この事業の実施により、旧美歎水源地水道施設を市民の誇りとなる遺産として、将来に 
わたって伝えていく。 
【事業の内容・実績】 
　平成２８年度事業 
（１）国庫補助事業により、建造物保存修復工事・環境整備工事を実施 
　　（ア）建造物修復第Ⅱ期工事を28年度～29年度に実施
　　　　（債務負担 ２年間　総事業費239,844千円） 
　　　　　28年度事業費：102,000千円 
　　（イ）環境整備工事　28～29年度予定 （概算事業費154,387千円） 
　　　　　28年度事業費：28,717千円 
（２）利活用事業として、特別公開を実施 
（３）市民と専門家からなる保存整備検討委員会及び建造物保存修復検討部会を開催 
（４）「全国近代化遺産活用連絡協議会」への参加 

・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１２，８６８千円 
　平成２６年度決算額　　２９，９８９千円 
　平成２７年度決算額　　４３，７８８千円（見込） 
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 43,788 

本年度要求額 157,664 

総務部長段階査定額 131,528 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 美歎水源地保存整備事業費 ページ 285 所　　属　　名

教０５８ 項　　目　　名 美歎水源地保存整備事業費
新規
事業

-244-－ 244 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,407 諸収入 0 

計 4,407 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 4,407 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　　青谷上寺地遺跡は「地下の弥生の博物館」と称される、弥生時代の多種多様な遺物が 
　大量に出土している貴重な遺跡であり、平成20年に国史跡に指定された。その後も、22 
　年8月5日、23年9月21日、25年10月17日及び26年10月6日付で追加指定され、現在の指定 
　面積は146,132.99平方メートルである。 
　　史跡の保存活用事業推進のため、平成22年度に鳥取県と鳥取市を事務局とする青谷上 
　寺地遺跡史跡保存活用協議会を設立し、史跡指定地内での田んぼアート、古代米栽培や 
　料理講座、キャラクター募集等、様々な活動を行っている。 
　　史跡地内の公有地化が概ね完了するため、平成28年度から整備のための基本設計に着 
　手する。 
【事業の目的及び効果】 
　　青谷上寺地遺跡公園の遺跡保護と景観の保全管理に努める。 
　　史跡保存活用協議会の円滑な事業運営に努める。 
　　鳥取県と協力して青谷上寺地遺跡の整備を行う。 
【事業の内容・実績】 
　　水路周辺など公園区域内の除草作業を実施し、周辺の水田・住宅等に影響を及ぼさな 
　いよう、遺跡の保護と景観の保全管理を行う。 
　　史跡保存活用協議会の管理運営事業に対して経費を半額負担する。 
　　青谷上寺地遺跡整備に向けて鳥取県と共同して基本設計を行う。 
　 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　３，２１０千円 
　平成２６年度決算額　　２，８１８千円 
　平成２７年度決算額　　３，２６４千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 3,264 

本年度要求額 4,407 

総務部長段階査定額 4,407 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 青谷上寺地遺跡管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０５７ 項　　目　　名 上寺地遺跡管理事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 44,267 諸収入 0 

計 131,528 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,261 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 131,528 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】鳥取城整備推進係 0857-20-3359 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】 
　旧美歎水源地水道施設は鳥取市の水がめとして大正から昭和にかけて６０年にわたって
使用された水道施設で、かつての上水道施設のありようを伝える貴重な近代化遺産として
平成１９年６月に国の重要文化財に指定された。
　平成２０年度に「旧美歎水源地水道施設保存整備基本計画」、平成２５年度に文化庁の
指導を得て「保存活用計画」を策定した。 
　これらの計画に基づき、指定文化財の修理・環境整備工事を実施する。 
【事業の目的及び効果】 
　この事業の実施により、旧美歎水源地水道施設を市民の誇りとなる遺産として、将来に 
わたって伝えていく。 
【事業の内容・実績】 
　平成２８年度事業 
（１）国庫補助事業により、建造物保存修復工事・環境整備工事を実施 
　　（ア）建造物修復第Ⅱ期工事を28年度～29年度に実施
　　　　（債務負担 ２年間　総事業費239,844千円） 
　　　　　28年度事業費：102,000千円 
　　（イ）環境整備工事　28～29年度予定 （概算事業費154,387千円） 
　　　　　28年度事業費：28,717千円 
（２）利活用事業として、特別公開を実施 
（３）市民と専門家からなる保存整備検討委員会及び建造物保存修復検討部会を開催 
（４）「全国近代化遺産活用連絡協議会」への参加 

・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１２，８６８千円 
　平成２６年度決算額　　２９，９８９千円 
　平成２７年度決算額　　４３，７８８千円（見込） 
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 43,788 

本年度要求額 157,664 

総務部長段階査定額 131,528 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 美歎水源地保存整備事業費 ページ 285 所　　属　　名

教０５８ 項　　目　　名 美歎水源地保存整備事業費
新規
事業

-244-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 26,049 諸収入 0 

計 30,694 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,621 0 

その他 24 0 

市長段階査定額 30,694 0 

24 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 

【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】
　青谷地域を中心とした歴史文化、民俗、美術等の調査研究及び展示公開施設として、
鳥取市あおや郷土館は平成５年８月に開館した。
　また、弥生時代から古墳時代前期初頭に栄えた青谷上寺地遺跡からの貴重な出土遺物
の展示公開施設として、平成１３年８月に鳥取市青谷上寺地遺跡展示館が開館した。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取市青谷上寺地遺跡展示館及びあおや郷土館の適正かつ円滑な管理運営を行うと　 
ともに、常設展示・特別展示・体験活動等を通じて文化財愛護精神の啓発を図る。 

【事業の内容・実績】 
・鳥取市青谷上寺地遺跡展示館及びあおや郷土館の管理運営 
　　○指定管理者：公益財団法人鳥取市文化財団（平成２８年度から３２年度まで） 
　　○業務の範囲：鳥取市青谷上寺地遺跡展示館及びあおや郷土館の利用に関する業務 
　　　　　　　　　施設設備の維持管理 に関する業務
　　　　　　　　　企画展示等に関する業務 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　３３，９８８千円 
　平成２６年度決算額　　３５，７２０千円 
　平成２７年度決算額　　３６，０９２千円 （見込）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 36,092 

本年度要求額 30,694 

総務部長段階査定額 30,694 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 青谷上寺地遺跡展示館・あおや郷土館管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０５９ 項　　目　　名 青谷上寺地遺跡展示館・あおや郷土館運営管理費等
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 125,232 諸収入 48 

計 125,280 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 48 0 

市長段階査定額 125,280 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 

【１０次総の施策体系】3302

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市歴史博物館は第５次鳥取市総合計画において「生活に根差した魅力ある鳥取文化
づくり」の施策として計画され、鳥取の歴史や文化の学習拠点及び情報発信拠点として、
平成１２年７月に開館した。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取市歴史博物館の適正かつ円滑な管理運営を行うとともに、常設展示・特別展示等を 
通じて文化財愛護精神の啓発を図る。 

【事業の内容・実績】 
・鳥取市歴史博物館の管理運営 
　　○指定管理者：公益財団法人鳥取市文化財団　（平成２８年度から３２年度まで） 
　　○業務の範囲：博物館の利用に関する業務 
　　　　　　　　　施設設備の維持管理 に関する業務
　　　　　　　　　企画展示等に関する業務 
・第２駐車場警備委託 
・特別展等委託 
　指定管理料に含まない特別展等開催に伴う資料運搬費等の委託を行うもの。

・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　１５３，２２１千円 
　平成２６年度決算額　　１５６，２２８千円 
　平成２７年度決算額　　１５１，３０２千円（見込）

＊その他財源の諸収入は、鳥取市歴史博物館の喫茶コーナー電気、水道実費負担金。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 151,302 

本年度要求額 134,990 

総務部長段階査定額 125,280 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 歴史博物館管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０６０ 項　　目　　名 歴史博物館管理費
新規
事業

-245-－ 245 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 43,880 諸収入 0 

計 44,113 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 212 0 

その他 21 0 

市長段階査定額 44,113 0 

21 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】
　鳥取市因幡万葉歴史館は因幡の歴史と文化を学ぶことができる施設として平成６年１０
月、国府地域に開設された。
【事業の効果及び目的】 
　鳥取市因幡万葉歴史館は、大伴家持が因幡国庁へ国守として赴任した万葉の時代をはじ
め古代を中心に歴史文化等を体系的に調査研究する施設である。同館の適正かつ円滑な管
理運営を行うとともに、展示や体験事業等を通じて、文化 財愛護精神の啓発を図る。
　同館の魅力アップと多世代交流に 資するよう因幡万葉歴史館企画運営事業を委託し、ま
た、同館に隣接する国府 史跡ネットワーク案内広場の維持管理を行う。 
【事業の内容・実績】 
　①鳥取市因幡万葉歴史館の管理運営 
　　○指定管理者：公益財団法人鳥取市文化財団（平成２８年度から３２年度まで） 
　　○業務の範囲：鳥取市因幡万葉歴史館の利用に関する業務 
　　　　　　　　　施設設備の維持管理に関する業務 
　　　　　　　　　企画展示等に関する業務 
　②因幡万葉歴史館企画運営事業 
　③国府史跡ネットワーク案内広場の維持管理 
　④除湿機等の備品購入 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　５１，４４３千円 
　平成２６年度決算額　　５２，０３１千円 
　平成２７年度決算額　　４６，８６３千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 46,863 

本年度要求額 44,313 

総務部長段階査定額 44,113 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 因幡万葉歴史館管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０６１ 項　　目　　名 因幡万葉歴史館管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

ｗｐ０

一般財源 34,044 諸収入 0 

計 34,044 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 34,044 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367
 
【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市文化財団は平成12年7月の鳥取市歴史博物館開設に当たり、鳥取市の歴史資料の
調査、研究、収集、保存、公開及び文化財調査等を目的に平成12年1月に設立された。

【事業の目的及び効果】　　 
　鳥取市文化財団は平成20年12月施行の公益法人制度改革により、平成25年4月1日付で財
団法人から公益財団法人へ移行し、公益性の高い事業を行う組織に改組した。 
　当財団は市の文化財行政の一翼を担う団体であり、収益事業を行う組織ではないため、 
事務局運営に対して新たに補助を行う。 

【事業の内容・実績】 
　鳥取市文化財団は文化財関係の専門的な業務を行う組織であり、鳥取市埋蔵文化財セン 
ターの運営のほか、鳥取市歴史博物館、鳥取市因幡万葉歴史館等の指定管理施設を管理運 
営している。 
　平成27年度までの事務局運営費は指定管理料に含まれていたが、平成25年度からの公益 
法人化及び平成28年度からの指定管理者選定に伴う指定管理料の変更により、自主財源の 
乏しい当財団に対して新たに運営費を補助する。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 34,044 

総務部長段階査定額 34,044 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 文化財団運営補助金事業費 ページ 285 所　　属　　名

教０６２ 項　　目　　名 文化財団運営補助金事業費
新規
事業

〇

-246-－ 246 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 43,880 諸収入 0 

計 44,113 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 212 0 

その他 21 0 

市長段階査定額 44,113 0 

21 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 
【１０次総の施策体系】3302 
【事業の経過及び背景】
　鳥取市因幡万葉歴史館は因幡の歴史と文化を学ぶことができる施設として平成６年１０
月、国府地域に開設された。
【事業の効果及び目的】 
　鳥取市因幡万葉歴史館は、大伴家持が因幡国庁へ国守として赴任した万葉の時代をはじ
め古代を中心に歴史文化等を体系的に調査研究する施設である。同館の適正かつ円滑な管
理運営を行うとともに、展示や体験事業等を通じて、文化 財愛護精神の啓発を図る。
　同館の魅力アップと多世代交流に 資するよう因幡万葉歴史館企画運営事業を委託し、ま
た、同館に隣接する国府 史跡ネットワーク案内広場の維持管理を行う。 
【事業の内容・実績】 
　①鳥取市因幡万葉歴史館の管理運営 
　　○指定管理者：公益財団法人鳥取市文化財団（平成２８年度から３２年度まで） 
　　○業務の範囲：鳥取市因幡万葉歴史館の利用に関する業務 
　　　　　　　　　施設設備の維持管理に関する業務 
　　　　　　　　　企画展示等に関する業務 
　②因幡万葉歴史館企画運営事業 
　③国府史跡ネットワーク案内広場の維持管理 
　④除湿機等の備品購入 
 
・事業の実績 
　平成２５年度決算額　　５１，４４３千円 
　平成２６年度決算額　　５２，０３１千円 
　平成２７年度決算額　　４６，８６３千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 46,863 

本年度要求額 44,313 

総務部長段階査定額 44,113 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 因幡万葉歴史館管理費 ページ 285 所　　属　　名

教０６１ 項　　目　　名 因幡万葉歴史館管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

ｗｐ０

一般財源 34,044 諸収入 0 

計 34,044 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 34,044 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367
 
【１０次総の施策体系】3302 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市文化財団は平成12年7月の鳥取市歴史博物館開設に当たり、鳥取市の歴史資料の
調査、研究、収集、保存、公開及び文化財調査等を目的に平成12年1月に設立された。

【事業の目的及び効果】　　 
　鳥取市文化財団は平成20年12月施行の公益法人制度改革により、平成25年4月1日付で財
団法人から公益財団法人へ移行し、公益性の高い事業を行う組織に改組した。 
　当財団は市の文化財行政の一翼を担う団体であり、収益事業を行う組織ではないため、 
事務局運営に対して新たに補助を行う。 

【事業の内容・実績】 
　鳥取市文化財団は文化財関係の専門的な業務を行う組織であり、鳥取市埋蔵文化財セン 
ターの運営のほか、鳥取市歴史博物館、鳥取市因幡万葉歴史館等の指定管理施設を管理運 
営している。 
　平成27年度までの事務局運営費は指定管理料に含まれていたが、平成25年度からの公益 
法人化及び平成28年度からの指定管理者選定に伴う指定管理料の変更により、自主財源の 
乏しい当財団に対して新たに運営費を補助する。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化財保護費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 34,044 

総務部長段階査定額 34,044 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
文化財課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 文化財団運営補助金事業費 ページ 285 所　　属　　名

教０６２ 項　　目　　名 文化財団運営補助金事業費
新規
事業

〇

-246-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,145 諸収入 1,620 

計 4,765 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 1,620 0 

市長段階査定額 4,765 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 

 【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　ガイナーレ鳥取がＪリーグに昇格し、本市では「ガイナーレ効果による鳥取力向上チー 
ム」を発足させ、市民の応援機運の盛り上げやガイナーレ鳥取を最大限に活用した経済活 
性化や地域振興に取り組んできた。平成25年３月にガイナーレ鳥取を活かした鳥取力向上 
戦略方針を策定し、同年４月にはガイナーレ鳥取と包括連携協定を締結した。 
　平成26年からＪ３に降格し厳しい状況が続いているが、県内唯一のプロスポーツチーム
を市民一丸となって応援し、スポーツ振興の気運を高めるとともに、県外から訪れるサ
ポーターに対して、ホームタウ ンである鳥取市をＰＲし、交流人口の増加に努めている。 
　 
【事業の目的及び効果】 
　ホームゲームでの観客満足度を最大限に高めるよう、おもてなし向上のための事業に対
して支援を行うとともに、ガイナーレ鳥取と連携して子どもたちの体力向上に向けた取り
組みを進める。このことにより、全市を挙げてガイナーレ鳥取を応援する気運が高まり、
地域活力の創造や郷土愛の醸成につながる。 
 
【事業の内容及び実績】 
　○観光・経済活性化対策　　 
　○ホームゲーム時の総合的な交通対策 
　○情報提供の充実 
　※平均観客動員数　約1,932名（H27）、3,069名（H26）、4,097名（H25）
　

*その他財源の諸収入は、バードスタジアムネーミングライツ広告収入。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 4,559 

本年度要求額 4,765 

総務部長段階査定額 4,765 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 167 所　　属　　名

教０６３ 項　　目　　名 ガイナーレ鳥取力向上事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,883 諸収入 0 

計 2,883 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,883 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
【１０次総の施策体系】1101 
【事業の経過及び背景】 
　平成４年度に「鳥取市生涯学習推進構想」を策定して以来、本市の生涯学習の推進に係
る基本的な構想・計画・方針を策定し、これに基づき各種事業を実施してきた。 
【事業の目的及び効果】 
　本事業では、子どもたちが家庭・地域・学校で『読書』を通じて学習できる環境を整備
するとともに、各地域でこれまで取り組んできた生涯学習事業が継続実施できるよう支援
することで、本市の生涯学習活動をより一層推進する。 
【事業の内容・実績】 
（１）鳥取市子どもの読書活動推進委員会 の開催
　　①委員　１４人 
　　②任期　２年（平成２７年７月１日～平成２９年６月３０日） 
　　③会議開催回数　委員会年３回（見込み） 
　　④会議開催実績 
　　　平成２５年度　年３回、平成２６年度　年３回、平成２７年度　年３回（見込） 
（２）生涯学習事業の開催 
　【国府】高齢者講座（万葉学校）他４事業 
　【福部】図書推進事業　他３事業 
　【河原】みたき大学　他１２事業 
　【用瀬】みすみ大学　他７事業 
　【佐治】ふるさとの歴史講座講師謝金　他２事業 
　【気高】歴史講座　他１事業 
　【鹿野】鹿野学講座　他１事業 
　【青谷】図書室おはなし会　他３事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 321 

本年度要求額 2,987 

総務部長段階査定額 2,883 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 生涯学習推進対策費 ページ 281 所　　属　　名

教０６４ 項　　目　　名 生涯学習推進事業費
新規
事業

-247-－ 247 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,023 諸収入 800 

計 1,823 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 800 0 

市長段階査定額 1,823 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362
【１０次総の施策体系】1101
【事業の経過及び背景】
　１．尚徳大学　　　　昭和４８年度から高齢者教室としてスタートし、その後、事業
　　の内容を見直し定員規模の拡大を図り、名称も尚徳大学と改める。
　２．人材活用事業　　高齢者の知識や技能を講師として活用することを目指し事業が
　　始まる。平成２７年度より、対象を高齢者に限らず地域人材の活用を図るため対象
　　者を拡大する。
【事業の目的及び効果】
　１．尚徳大学　　　　高齢者の社会参加及び受講生間の交流を促し、生きがいづくり
　　を促進するとともに、地域で活躍する活力ある高齢者層の創出を目指す。
　２．人材活用事業　　優れた知識、技能を有する地域人材を募り、市民の主体的な学
　　習活動を支える講師あるいは助言者として活用する。
【事業の内容・実績】
　１．尚徳大学
　　・開催講座　合同学習および８つの専門コース（書道・彫刻・絵画・民芸・文芸・
　　　　　　　　社会・健康・郷土）　計１２６回
　　・延べ出席者数　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度
 　　　　　　　　　　　６，７６５人　　６，６９２人　　６，８１９人
　２．人材活用事業
　　・登録者数　５５人
　　・講演会等延べ参加者数　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度（見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　２１８人　　　　　９０人　　　　１８０人

　*その他財源の諸収入は、尚徳大学受講料。

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 1,890 

本年度要求額 1,878 

総務部長段階査定額 1,823 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 高齢者生きがい促進総合事業費 ページ 281 所　　属　　名

教０６５ 項　　目　　名 高齢者生きがい促進総合事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 355 諸収入 0 

計 355 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 355 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　昭和２６年に一般市民を対象とする夜間の成人学級として始まる。以降、事業内容を見
直しつつ、昭和５７年から市民大学講座と改称し、市民の能動的な学習活動の場として昼
と夜に開設する。

【事業の目的及び概要】
　市民が「いつでも、どこでも、だれでも、だれとでも、何でも、いつまでも」学習でき
る環境の整備を目的とする。鳥取市に在住、または勤務する方を対象とし、学習機会を保
障している。

【事業の内容・実績】
平成２７年度開講講座
　前期講座　・山陰海岸ジオパーク講座　・国際理解講座　・市民健康講座　　計１５回
　後期講座　・鳥取放送文化講座　・社会講座　　・郷土の歴史講座　　　　　計１５回
 　　　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度
 　延べ参加者数　　　　　　７２６人　　　　８３７人　　　　９５７人

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 389 

本年度要求額 355 

総務部長段階査定額 355 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 市民大学開設費 ページ 281 所　　属　　名

教０６６ 項　　目　　名 市民大学開設費
新規
事業

-248-－ 248 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,023 諸収入 800 

計 1,823 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 800 0 

市長段階査定額 1,823 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362
【１０次総の施策体系】1101
【事業の経過及び背景】
　１．尚徳大学　　　　昭和４８年度から高齢者教室としてスタートし、その後、事業
　　の内容を見直し定員規模の拡大を図り、名称も尚徳大学と改める。
　２．人材活用事業　　高齢者の知識や技能を講師として活用することを目指し事業が
　　始まる。平成２７年度より、対象を高齢者に限らず地域人材の活用を図るため対象
　　者を拡大する。
【事業の目的及び効果】
　１．尚徳大学　　　　高齢者の社会参加及び受講生間の交流を促し、生きがいづくり
　　を促進するとともに、地域で活躍する活力ある高齢者層の創出を目指す。
　２．人材活用事業　　優れた知識、技能を有する地域人材を募り、市民の主体的な学
　　習活動を支える講師あるいは助言者として活用する。
【事業の内容・実績】
　１．尚徳大学
　　・開催講座　合同学習および８つの専門コース（書道・彫刻・絵画・民芸・文芸・
　　　　　　　　社会・健康・郷土）　計１２６回
　　・延べ出席者数　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度
 　　　　　　　　　　　６，７６５人　　６，６９２人　　６，８１９人
　２．人材活用事業
　　・登録者数　５５人
　　・講演会等延べ参加者数　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度（見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　２１８人　　　　　９０人　　　　１８０人

　*その他財源の諸収入は、尚徳大学受講料。

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 1,890 

本年度要求額 1,878 

総務部長段階査定額 1,823 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 高齢者生きがい促進総合事業費 ページ 281 所　　属　　名

教０６５ 項　　目　　名 高齢者生きがい促進総合事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 355 諸収入 0 

計 355 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 355 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　昭和２６年に一般市民を対象とする夜間の成人学級として始まる。以降、事業内容を見
直しつつ、昭和５７年から市民大学講座と改称し、市民の能動的な学習活動の場として昼
と夜に開設する。

【事業の目的及び概要】
　市民が「いつでも、どこでも、だれでも、だれとでも、何でも、いつまでも」学習でき
る環境の整備を目的とする。鳥取市に在住、または勤務する方を対象とし、学習機会を保
障している。

【事業の内容・実績】
平成２７年度開講講座
　前期講座　・山陰海岸ジオパーク講座　・国際理解講座　・市民健康講座　　計１５回
　後期講座　・鳥取放送文化講座　・社会講座　　・郷土の歴史講座　　　　　計１５回
 　　　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度
 　延べ参加者数　　　　　　７２６人　　　　８３７人　　　　９５７人

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 389 

本年度要求額 355 

総務部長段階査定額 355 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 市民大学開設費 ページ 281 所　　属　　名

教０６６ 項　　目　　名 市民大学開設費
新規
事業

-248-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 381 諸収入 0 

計 381 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 381 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　昭和３５年に６～７名のろうあ者が各職場の情報交換の場として、自宅で勉強 会を開い
たのが始まりである。 
　その後、昭和３８年に鳥取市教育委員会として、鳥取市ろうあ成人学級を開設し今日に
至っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　障がいのある勤労者及び家事従事者が現代社会生活に必要な知識技能の習得並びに一般
教養を学習することにより、生活の向上を図る。 

【事業の内容・実績】
（１）開設期間　　原則、毎月第１日曜日で５月～翌年の３月までの１２回 
（２）会　　場　　公的機関の各施設　 
（３）学習対象者　鳥取市に在住するろうあ者および協会員　 
（４）事業委託先　鳥取市ろうあ者協会　 
（５）過去の実績　 
　　　　　　　　　　平成２５年度　平成２６年度　平成２７年度（見込） 
　　　　開催回数　　　１２回　　　　１２回　　　　１２回 
　　　　延べ参加者数　４３１人　　　３６４人　　　３４０人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育総務費

前年度当初予算額 381 

本年度要求額 381 

総務部長段階査定額 381 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 ろうあ成人学級開設費 ページ 281 所　　属　　名

教０６７ 項　　目　　名 ろうあ成人学級開設費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

nin

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,660 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 1,660 1,660 

市長段階査定額 1,660 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 

【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
　青少年を取り巻く環境は多くの問題を抱えており、昭和４６年に多くの市民、団体並び
に企業からなる青少年育成鳥取市民会議が発足した。平成１７年度からは地域で活動する
青年団体等の活動を支援している。

【事業の目的及び効果】 
　多様な団体が連携した地域ぐるみの取り組みを支援し青少年の健全を図る。
 　　 
【事業の内容・実績】
　〇青少年育成鳥取市民会議補助
　〇青年団体補助（青年団体育成補助及び青年のイベント助成）
　〇青少年伝統芸能等継承活動支援事業補助

　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｈ25年度　　Ｈ26年度　　平成27年度（見込） 
　青少年育成鳥取市民会議補助　　　　39地区　　　38地区　　　39地区　 
　青年大会派遣補助（育成補助）　　　1団体　　　 2団体　　　 3団体 
　　　　　　　　　（青年のイベント）1団体　　　 2団体　　 　1団体 
　青少年伝統芸能等継承活動補助　　　362人　　　 333人　　　 337人
　　　　　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 1,660 

本年度要求額 1,660 

総務部長段階査定額 1,660 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 青少年育成費 ページ 281 所　　属　　名

教０６８ 項　　目　　名 青年団体育成費補助金
新規
事業

-249-－ 249 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,850 諸収入 0 

計 1,850 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,850 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　成人の門出を祝う行事として、成人の日前日の日曜に開催した。以降、開催時期・会場
を検討し、平成２３年より１月３日を開催日として実施する。対象者数の増加に伴い、平
成１６年よりとりぎん文化会館を会場とする。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市内在住の該当年度に２０歳を迎える新成人を対象とし、成人の門出を祝うととも
に、大人としての自覚と責任を促すことを目的とする。新成人による実行委員会を組織
し、自らの手による式及び記念イベントの企画・運営を行うことによって、次代を担う人
材の育成を図る。

【事業の内容・実績】
　平成２７年度実施概要
 　　日　時：平成２８年１月３日（日）午後２時から
 　　場　所：とりぎん文化会館　梨花ホール
 　　対象者：平成７年４月２日から平成８年４月１日までに生まれた者
　参加実績　　　　　Ｈ２５　　　　　　Ｈ２６　　　　　　Ｈ２７
　該当者人数　　２，０４３人　　　１，９７０人　　　１，９７３人
　参加者人数　約１，７５０人　　約１，７００人　　約１，７５０人

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 1,850 

本年度要求額 1,850 

総務部長段階査定額 1,850 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 成人式開催費 ページ 281 所　　属　　名

教０６９ 項　　目　　名 成人式開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 796 諸収入 0 

計 2,376 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,580 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,376 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度から国の補助事業「学校・家庭・地域連携協力推進事業」を受けて実施す
る。（補助率：国１／３　県１／３　市１／３） 

【事業の目的及び効果】 
　家庭教育に関する学習機会を提供することにより、家庭の教育力の向上を図る。 

【事業の内容・実績】 
　「子育て・親育ち講座」を企画・調整し開設する。 
　・新小学１年生のための子育て講座（就学時検診等を活用した子育て親育ち講座） 
　・幼児期の子育て親育ち講座 
　（講座内容） 
　　　基本的生活習慣、生活能力、豊かな情操、他人への思いやり、善悪の判断など基本
　　的倫理観、社会的マナー、自制心や自立心など「生きる力」の基礎的な資質や能力を
　　育成する上で必要な事項を取り上げて講演する。 
〔事業の実績〕 
　　　25年度　幼児期講座　5回、小学校入学前講座　44回 
　　　26年度　幼児期講座　7回、小学校入学前講座　44回 
　　　27年度　幼児期講座　6回、小学校入学前講座　44回（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 2,376 

本年度要求額 2,376 

総務部長段階査定額 2,376 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 家庭教育支援基盤形成事業費 ページ 281 所　　属　　名

教０７０ 項　　目　　名 子育て講座開設費
新規
事業

-250-－ 250 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,850 諸収入 0 

計 1,850 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,850 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　成人の門出を祝う行事として、成人の日前日の日曜に開催した。以降、開催時期・会場
を検討し、平成２３年より１月３日を開催日として実施する。対象者数の増加に伴い、平
成１６年よりとりぎん文化会館を会場とする。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市内在住の該当年度に２０歳を迎える新成人を対象とし、成人の門出を祝うととも
に、大人としての自覚と責任を促すことを目的とする。新成人による実行委員会を組織
し、自らの手による式及び記念イベントの企画・運営を行うことによって、次代を担う人
材の育成を図る。

【事業の内容・実績】
　平成２７年度実施概要
 　　日　時：平成２８年１月３日（日）午後２時から
 　　場　所：とりぎん文化会館　梨花ホール
 　　対象者：平成７年４月２日から平成８年４月１日までに生まれた者
　参加実績　　　　　Ｈ２５　　　　　　Ｈ２６　　　　　　Ｈ２７
　該当者人数　　２，０４３人　　　１，９７０人　　　１，９７３人
　参加者人数　約１，７５０人　　約１，７００人　　約１，７５０人

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 1,850 

本年度要求額 1,850 

総務部長段階査定額 1,850 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 成人式開催費 ページ 281 所　　属　　名

教０６９ 項　　目　　名 成人式開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 796 諸収入 0 

計 2,376 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,580 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,376 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２１年度から国の補助事業「学校・家庭・地域連携協力推進事業」を受けて実施す
る。（補助率：国１／３　県１／３　市１／３） 

【事業の目的及び効果】 
　家庭教育に関する学習機会を提供することにより、家庭の教育力の向上を図る。 

【事業の内容・実績】 
　「子育て・親育ち講座」を企画・調整し開設する。 
　・新小学１年生のための子育て講座（就学時検診等を活用した子育て親育ち講座） 
　・幼児期の子育て親育ち講座 
　（講座内容） 
　　　基本的生活習慣、生活能力、豊かな情操、他人への思いやり、善悪の判断など基本
　　的倫理観、社会的マナー、自制心や自立心など「生きる力」の基礎的な資質や能力を
　　育成する上で必要な事項を取り上げて講演する。 
〔事業の実績〕 
　　　25年度　幼児期講座　5回、小学校入学前講座　44回 
　　　26年度　幼児期講座　7回、小学校入学前講座　44回 
　　　27年度　幼児期講座　6回、小学校入学前講座　44回（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 2,376 

本年度要求額 2,376 

総務部長段階査定額 2,376 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 家庭教育支援基盤形成事業費 ページ 281 所　　属　　名

教０７０ 項　　目　　名 子育て講座開設費
新規
事業

-250-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,191 諸収入 0 

計 4,191 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 4,191 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習 0857-20-3362

【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　ものづくりを通じて子どもたちの健全育成に資するため、鳥取大学が中心 となり、鳥取
県をはじめ連携自治体や参加機関とともに平成20年度『ものづくり協力会議』を設立。 
　また、子どもから専門家までの個人が、自由なものづくりの可能性を広げる実験工房と 
して、平成26年5月、文化センター内に『ファブラボとっとり』が設置された。 

【事業の目的及び効果】 
　子どもたちへのものづくりに触れる場の創出、ものづくり指導者の養成等により青少年
の健全育成と空洞化が叫ばれている製造業への就職を希望する者の育成等に資す 
ることを目的とする。 
　また、『ファブラボとっとり』の運営を支援することで、”ファブ社会”で対応できる 
人材を育成するとともに、新しいイノベーションの発現、経済の活性化という効果を期待 
する。 
 
【事業の内容・実績】 

（１）鳥取ものづくり道場運営負担金：401千円 
　　　〔事業の実績〕
　　　　平成26年度　401千円
　　　　平成27年度　401千円

（２）ファブラボとっとり運営委託料：3,790千円…新
      （内訳　人件費：2,262千円、活動費：1,528千円（消耗品費、謝金、修繕費等））

　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 社会教育活動費

前年度当初予算額 401 

本年度要求額 4,191 

総務部長段階査定額 4,191 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 ものづくり道場推進事業費 ページ 281 所　　属　　名

教０７１ 項　　目　　名 ものづくり道場推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 21,404 諸収入 0 

計 21,404 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 21,404 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
【１０次総の施策体系】1101 
【事業の経過及び背景】
　人口減少、核家族化が進む現代社会では、地縁関係の希薄化等による地域の教育力の低
下をまねいていることから、地域の中核を担う地区公民館において生涯学習事業を実施。
事業は市公民館連合会に委託し、分類分けした事業の中から各地区公民館の裁量で実施し
ている。
【事業の目的及び効果】
　地区公民館事業を実施することで、地域の人が集い、学び合い、交流し合う活動を充実
させ、個人の能力の向上を図る。また、人と人の関わりの中で地域の連携を強化し、絆を
深め、地域の教育力を高める。 
【事業の内容・実績】
                                  平成24年度　　平成25年度　　平成26年度
（１）子どもと大人のふれあい事業 　　　　　　　　　　 
　                事業開催数（延）     937件　  　 　879件　 　　　821件 
　                参加人数　（延）　40,404人　  　41,046人    　38,686人 
（２）特色ある公民館活動事業 
　　              事業開催数（延）     750件　  　 　496件　 　　1,583件 
　                参加人数　（延）  29,390人　    22,606人      20,256人 
（３）地域の仲間作り事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　                事業開催数（延）                 　689件　　 　　689件 
　 　　　　　　　 参加人数   (延）                17,390人　    17,583人 
（４）人権啓発推進事業　　　 
　                事業開催数（延）     511件　　 　　194件　 　　　197件 
　                参加人数　（延）  13,849人　     7,368人　　   8,015人 
　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 公民館費

前年度当初予算額 21,153 

本年度要求額 21,404 

総務部長段階査定額 21,404 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 公民館活動事業費 ページ 285 所　　属　　名

教０７２ 項　　目　　名 地区公民館事業費
新規
事業

-251-－ 251 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 85,706 諸収入 918 

計 99,157 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 13,451 0 

市長段階査定額 99,157 0 

12,533 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
 
【１０次総の施策体系】1101 

【指定管理者制度開始年度】平成１８年度

【事業の目的及び効果】
　指定管理制度の導入により、市民サービスの向上と、効率的かつ効果的な管理運営を行
う。

【事業の内容・実績】
　指定管理者により管理運営を行う。
　・鳥取市文化センター（文化ホール、こども科学館、視聴覚ライブラリー、生涯学習セ
ンター）（管理期間：H26～30）指定管理者（公募）：（一財）鳥取市教育福祉振興会
 
〔事業の実績〕
　平成２５年度　１０２，９７６千円
　平成２６年度　１０１，６１６千円
　平成２７年度　　９０，６９６千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、文化活動広場等管理経費及び光熱水費。　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化センター管理費

前年度当初予算額 98,576 

本年度要求額 99,157 

総務部長段階査定額 99,157 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 施設管理費 ページ 287 所　　属　　名

教０７３ 項　　目　　名 文化センター施設管理委託費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,507 諸収入 0 

計 14,213 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 12,706 12,488 

市長段階査定額 14,213 0 

218 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1101 

【指定管理制度開始年度】平成１８年度

【事業の目的及び効果】
　指定管理制度の導入により、市内に在住又は勤務する勤労青少年の保護並びに福祉の増
進に努め、健全な育成を図ることを目的とする。

【事業の内容・実績】
　指定管理者により管理運営を行う。
　・勤労青少年ホーム及び体育館
　　管理期間：H26～30）
　　指定管理者（公募）：（一財）鳥取市教育福祉振興会

〔事業の実績〕
　平成２５年度　１８，８１０千円
　平成２６年度　１３，８６２千円
　平成２７年度　１３，９８８千円（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 勤労青少年ホーム管理費

前年度当初予算額 13,989 

本年度要求額 14,213 

総務部長段階査定額 14,213 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 施設管理費 ページ 289 所　　属　　名

教０７４ 項　　目　　名 勤労青少年ホーム施設管理費
新規
事業

-252-－ 252 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 85,706 諸収入 918 

計 99,157 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 13,451 0 

市長段階査定額 99,157 0 

12,533 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
 
【１０次総の施策体系】1101 

【指定管理者制度開始年度】平成１８年度

【事業の目的及び効果】
　指定管理制度の導入により、市民サービスの向上と、効率的かつ効果的な管理運営を行
う。

【事業の内容・実績】
　指定管理者により管理運営を行う。
　・鳥取市文化センター（文化ホール、こども科学館、視聴覚ライブラリー、生涯学習セ
ンター）（管理期間：H26～30）指定管理者（公募）：（一財）鳥取市教育福祉振興会
 
〔事業の実績〕
　平成２５年度　１０２，９７６千円
　平成２６年度　１０１，６１６千円
　平成２７年度　　９０，６９６千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、文化活動広場等管理経費及び光熱水費。　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化センター管理費

前年度当初予算額 98,576 

本年度要求額 99,157 

総務部長段階査定額 99,157 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 施設管理費 ページ 287 所　　属　　名

教０７３ 項　　目　　名 文化センター施設管理委託費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,507 諸収入 0 

計 14,213 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 12,706 12,488 

市長段階査定額 14,213 0 

218 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1101 

【指定管理制度開始年度】平成１８年度

【事業の目的及び効果】
　指定管理制度の導入により、市内に在住又は勤務する勤労青少年の保護並びに福祉の増
進に努め、健全な育成を図ることを目的とする。

【事業の内容・実績】
　指定管理者により管理運営を行う。
　・勤労青少年ホーム及び体育館
　　管理期間：H26～30）
　　指定管理者（公募）：（一財）鳥取市教育福祉振興会

〔事業の実績〕
　平成２５年度　１８，８１０千円
　平成２６年度　１３，８６２千円
　平成２７年度　１３，９８８千円（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 勤労青少年ホーム管理費

前年度当初予算額 13,989 

本年度要求額 14,213 

総務部長段階査定額 14,213 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 施設管理費 ページ 289 所　　属　　名

教０７４ 項　　目　　名 勤労青少年ホーム施設管理費
新規
事業

-252-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 24,308 

計 24,308 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 24,308 0 

市長段階査定額 24,308 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成15年度に着手された『大路川広域河川改修事業（鳥取県施工）』は、勤労青少年
ホーム体育館周辺（約25ｍ）を除き平成26年度に暫定的な堤防改修工事が完了し、勤労青
少年ホーム体育館周辺の堤防整備工事が平成28年10月より実施されることが決定された。

【事業の目的及び効果】
　『大路川広域河川改修事業』推進に協調し、安心・安全な生活環境の整備を図る。 
 
【事業の内容】 
　勤労青少年ホーム体育館解体工事費　　２４，３０８千円
　〔スケジュール（予定）〕
　　Ｈ27.11～Ｈ28.2月　勤労青少年ホーム体育館解体設計業務
　　Ｈ28.3月末　　　　 勤労青少年ホーム体育館利用中止
　　Ｈ28.5～9月　　　　勤労青少年ホーム体育館解体工事
　　Ｈ28.10～Ｈ29.3月　大路川広域河川改修事業堤防工事

　
　*その他財源の諸収入は、鳥取県からの移転補償費。

款 教育費

項 社会教育費

目 勤労青少年ホーム管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 24,308 

総務部長段階査定額 24,308 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 施設整備費 ページ 289 所　　属　　名

教０７５ 項　　目　　名 勤労青少年ホーム施設整備費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,189 諸収入 70 

計 11,532 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 10,343 0 

市長段階査定額 11,532 0 

10,273 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習 0857-20-3362、施設係　0857-20-3373

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　昭和５３年４月１日に（財）自転車道路協会の支援を受け設立する。

【事業の目的・実績】
　青少年の宿泊研修施設であるサイクリングターミナル「砂丘の家」の施設運営管理（一
般客の受入可）を行う。
 　・施設概要
 　　（設置目的）青少年の健全な育成と福祉の増進に寄与することを目的とする。
 　　（所在地）鳥取市浜坂1157-115
 　　（設　備）管理宿泊棟　鉄筋コンクリート造2階建　992㎡
 　　　　　　　自転車格納庫　鉄骨造平屋建　100㎡
 　　　　　　　1Ｆ　研修室・食堂・配膳室・大小浴室
 　　　　　　　2Ｆ　和室　8室・和洋室　2室・洋室　3室
 　　　　　　　宿泊定員　80名
〔事業の実績〕
 　（宿泊者数）
 　　　年度　　　　　一般利用　　学校利用　　団体利用　　計
 　　25年度　　　　　1,015人　　　670人　　2,529人    4,214人
 　　26年度　　　　　  919人　　　628人　　2.302人　　3,849人
 　　27年度（見込）　1,000人　　　650人　　2,500人　　4,150人

　*その他財源の諸収入は、自動販売機電気代及び自主事業参加費。

款 教育費

項 社会教育費

目 サイクリングターミナル管理費

前年度当初予算額 11,592 

本年度要求額 11,532 

総務部長段階査定額 11,532 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 運営管理費等 ページ 289 所　　属　　名

教０７６ 項　　目　　名 サイクリングターミナル運営管理費等
新規
事業

-253-－ 253 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,122 諸収入 219 

計 26,336 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 10,214 0 

市長段階査定額 26,336 0 

9,995 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3363 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　さじアストロパークは、103cm反射望遠鏡やプラネタリウム、様々な展示物、宿泊施設 
等を備えた国内有数の公開天文台である。生涯学習施設として天文教育や理科教育などを 
担い、地元鳥取市はもちろん、美しい星空を求めて岡山県や京阪神方面等の広い地域から 
年間およそ２万人の来館者がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市の生涯学習の拠点であり、天文教育や理科教育を担うとともに、県外からの多数 
の来館者により地域の振興に寄与することを目的とする。 
 
【事業の内容・実績】 
　入館者数実績　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　　　　　　２３，６９９人　２３，６６０人 　２３，２９８人
　　　　　　　 
　プラネタリウム観覧者数　平成２５年度　　平成２６年度　　　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　　　　　　　６，５８５人　　７，８６３人 　　６、７１５人
  

　*その他財源の諸収入は、自動販売機電気代等。　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 さじアストロパーク管理費

前年度当初予算額 26,188 

本年度要求額 26,475 

総務部長段階査定額 26,336 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 293 所　　属　　名

教０７７ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,000 諸収入 0 

計 3,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業経過及び背景】 
　平成６年に開園したさじアストロパークの魅力向上を図るため、アストロパーク祭りを
開園時から開催。また、多くの来館者に来ていただくため、プラネタリウム開催番組を開
園時から毎年更新している。
 
【事業の目的及び効果】 
　佐治地域の基幹施設として活用を推進し地域活性化を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　アストロパーク３大祭り等（星、月、雪)    　　　 ７９０千円 
　プラネタリウム独自開発番組制作　　　　　　　２，１６０千円 
　日本宇宙少年団鳥取アストロ分団補助金交付　　　　　５０千円 
 
　　平成２５年度　　３，０７０千円 
　　平成２６年度　　３，０５０千円
　　平成２７年度　　３，０５０千円（見込）
 
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 さじアストロパーク管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 3,000 

総務部長段階査定額 3,000 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 293 所　　属　　名

教０７８ 項　　目　　名 さじアストロパーク企画イベント等事業費
新規
事業

-254-－ 254 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,122 諸収入 219 

計 26,336 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 10,214 0 

市長段階査定額 26,336 0 

9,995 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3363 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　さじアストロパークは、103cm反射望遠鏡やプラネタリウム、様々な展示物、宿泊施設 
等を備えた国内有数の公開天文台である。生涯学習施設として天文教育や理科教育などを 
担い、地元鳥取市はもちろん、美しい星空を求めて岡山県や京阪神方面等の広い地域から 
年間およそ２万人の来館者がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市の生涯学習の拠点であり、天文教育や理科教育を担うとともに、県外からの多数 
の来館者により地域の振興に寄与することを目的とする。 
 
【事業の内容・実績】 
　入館者数実績　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　　　　　　２３，６９９人　２３，６６０人 　２３，２９８人
　　　　　　　 
　プラネタリウム観覧者数　平成２５年度　　平成２６年度　　　平成２７年度（見込） 
　　　　　　　　　　　　　　６，５８５人　　７，８６３人 　　６、７１５人
  

　*その他財源の諸収入は、自動販売機電気代等。　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 さじアストロパーク管理費

前年度当初予算額 26,188 

本年度要求額 26,475 

総務部長段階査定額 26,336 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 293 所　　属　　名

教０７７ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,000 諸収入 0 

計 3,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業経過及び背景】 
　平成６年に開園したさじアストロパークの魅力向上を図るため、アストロパーク祭りを
開園時から開催。また、多くの来館者に来ていただくため、プラネタリウム開催番組を開
園時から毎年更新している。
 
【事業の目的及び効果】 
　佐治地域の基幹施設として活用を推進し地域活性化を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　アストロパーク３大祭り等（星、月、雪)    　　　 ７９０千円 
　プラネタリウム独自開発番組制作　　　　　　　２，１６０千円 
　日本宇宙少年団鳥取アストロ分団補助金交付　　　　　５０千円 
 
　　平成２５年度　　３，０７０千円 
　　平成２６年度　　３，０５０千円
　　平成２７年度　　３，０５０千円（見込）
 
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 さじアストロパーク管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 3,000 

総務部長段階査定額 3,000 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 293 所　　属　　名

教０７８ 項　　目　　名 さじアストロパーク企画イベント等事業費
新規
事業

-254-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,087 諸収入 0 

計 2,087 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,087 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市民体育祭は、昭和33年に市制70周年記念事業として始まり、毎年4月中旬の予選 
から、10月中旬まで約6ヶ月間に渡って44の小学校区ごとに19種目の競技を行っている。 
各校区で得点を競い合うもので、選手・役員・応援などに延べ約25,000人の市民が参加す 
る、全国でも例を見ない本市最大のスポーツ行事である。 
 
【事業の目的及び効果】 
　長期間、多種目の小学校区対抗形式とすることで、地域での生涯にわたるスポーツ活動
の場を創出し、体力の増進に資するほか 、市民交流の活性化を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　競技運営を各種目協会に委託し実施。 
 
　経費内訳・・・大会運営委託料、競技用品、表彰関係品、その他 
　 
　　平成２５年度　２，１９５千円 
　　平成２６年度　１，９４３千円 
　　平成２７年度　２，０２７千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 2,027 

本年度要求額 2,118 

総務部長段階査定額 2,087 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 市民体育祭開催費 ページ 297 所　　属　　名

教０７９ 項　　目　　名 市民体育祭開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 431 諸収入 0 

計 431 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 431 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市と姫路市は、昭和47年に姉妹都市提携を結んで以来、各分野に渡って交流を広げ 
てきた。スポーツにおいても、昭和52年から毎年、4種目程度の種目の役員・選手が相互 
訪問し、交流を深めている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　姉妹都市として一層の親善と友好を深めるとともに、両市のスポーツの振興を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　平成28年度は姫路市での開催となるため、鳥取市の役員・選手団が姫路市を訪問し、大 
会を実施する。 
 
イベント名：鳥取市・姫路市姉妹都市親善スポーツ交歓大会 
主催団体：姫路市、鳥取市、両市教育委員会、両市体育協会 
　　　　　　平成25年度　　 　平成26年度　　 　　平成27年度 
実施日　：平成25年5月26日　平成26年5月18日　　平成27年5月24日 
実施場所：　 鳥取市　　 　　　姫路市　　　　　　 鳥取市 
参加人数：　　150人　　　　　　149人　　　　　　　125人 
　鳥取市：　　 75人　　　　　　 70人　　　　　　　 64人 
　姫路市：　　 75人　　　　　　 79人　　　　　　　 61人 
総事業費：　573千円　　　　　279千円　　　 　 　473千円（見込） 
 
　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 599 

本年度要求額 431 

総務部長段階査定額 431 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 体育大会費 ページ 297 所　　属　　名

教０８０ 項　　目　　名 姫路市スポーツ大会開催費
新規
事業

-255-－ 255 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 689 諸収入 0 

計 689 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 689 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市スポーツレクリエーション祭は、生涯スポーツの普及に伴い、それまで行ってい 
た壮年テニス大会等を統合して平成2年度から始まった大会である。校区別に競技スポー 
ツで勝敗を競う鳥取市民体育祭とは異なり、市民誰もが気軽に参加できるニュースポーツ
等を 中心として開催している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　レクリエーションとして楽しむことのできるスポーツを実施種目とすることにより、誰
もが参加しやすいスポーツイベントとして開催し、生涯スポーツ社会の実現とニュース
ポーツの普及促進を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
イベント名：鳥取市スポーツレクリエーション祭 
主催団体：鳥取市、鳥取市教育委員会、鳥取市体育協会、鳥取市スポーツ推進委員協議会 
実施場所：鳥取市民体育館　他 
　　　　　　平成25年度　　 　平成26年度　　 　平成27年度 
実施日　：平成25年9月22日　平成26年9月21日　平成27年9月27日 
参加人数：　　942人　　  　　　979人　　　　　　980人 
チーム数：　179チーム　　　　170チーム　　　　170チーム 
総事業費：　 652千円　　　　　643千円　  　 　670千円（見込） 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 660 

本年度要求額 689 

総務部長段階査定額 689 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 体育大会費 ページ 297 所　　属　　名

教０８１ 項　　目　　名 スポレク祭開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,656 諸収入 0 

計 11,656 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,656 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　児童期以降の学校におけるスポーツ活動の主たる実施組織である小・中学校体育連盟の
の活動を支援し、児童・生徒のスポーツ活動の充実を図っている。

【事業の目的及び効果】 
　子どものスポーツ機会の充実のため、学校教育活動の一環である小中学校体育連盟の活
動を支援し、児童・生徒の健全な心身の育成と競技力の向上を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　鳥取市小・中学校体育連盟の活動に要する経費に対して補助金を交付する。主な内訳は 
各種大会への派遣費となっている。 
 
　小学校体育連盟：県陸上・水泳大会派遣費、主催事業運営費 
　中学校体育連盟：県中学総体、全国・中国大会派遣費　等 
 
　　平成25年度　11,732千円（小体連1,244千円　中体連10,488千円） 
　　平成26年度　13,243千円（小体連1,128千円　中体連12,115千円） 
　　平成27年度　18,596千円（小体連1,665千円　中体連16,931千円）（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 11,051 

本年度要求額 11,656 

総務部長段階査定額 11,656 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 小中学校体育連盟補助金 ページ 299 所　　属　　名

教０８２ 項　　目　　名 小中学校体育連盟補助金
新規
事業

-256-－ 256 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 689 諸収入 0 

計 689 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 689 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市スポーツレクリエーション祭は、生涯スポーツの普及に伴い、それまで行ってい 
た壮年テニス大会等を統合して平成2年度から始まった大会である。校区別に競技スポー 
ツで勝敗を競う鳥取市民体育祭とは異なり、市民誰もが気軽に参加できるニュースポーツ
等を 中心として開催している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　レクリエーションとして楽しむことのできるスポーツを実施種目とすることにより、誰
もが参加しやすいスポーツイベントとして開催し、生涯スポーツ社会の実現とニュース
ポーツの普及促進を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
イベント名：鳥取市スポーツレクリエーション祭 
主催団体：鳥取市、鳥取市教育委員会、鳥取市体育協会、鳥取市スポーツ推進委員協議会 
実施場所：鳥取市民体育館　他 
　　　　　　平成25年度　　 　平成26年度　　 　平成27年度 
実施日　：平成25年9月22日　平成26年9月21日　平成27年9月27日 
参加人数：　　942人　　  　　　979人　　　　　　980人 
チーム数：　179チーム　　　　170チーム　　　　170チーム 
総事業費：　 652千円　　　　　643千円　  　 　670千円（見込） 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 660 

本年度要求額 689 

総務部長段階査定額 689 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 体育大会費 ページ 297 所　　属　　名

教０８１ 項　　目　　名 スポレク祭開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,656 諸収入 0 

計 11,656 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,656 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　児童期以降の学校におけるスポーツ活動の主たる実施組織である小・中学校体育連盟の
の活動を支援し、児童・生徒のスポーツ活動の充実を図っている。

【事業の目的及び効果】 
　子どものスポーツ機会の充実のため、学校教育活動の一環である小中学校体育連盟の活
動を支援し、児童・生徒の健全な心身の育成と競技力の向上を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　鳥取市小・中学校体育連盟の活動に要する経費に対して補助金を交付する。主な内訳は 
各種大会への派遣費となっている。 
 
　小学校体育連盟：県陸上・水泳大会派遣費、主催事業運営費 
　中学校体育連盟：県中学総体、全国・中国大会派遣費　等 
 
　　平成25年度　11,732千円（小体連1,244千円　中体連10,488千円） 
　　平成26年度　13,243千円（小体連1,128千円　中体連12,115千円） 
　　平成27年度　18,596千円（小体連1,665千円　中体連16,931千円）（見込）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 11,051 

本年度要求額 11,656 

総務部長段階査定額 11,656 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 小中学校体育連盟補助金 ページ 299 所　　属　　名

教０８２ 項　　目　　名 小中学校体育連盟補助金
新規
事業

-256-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,500 諸収入 0 

計 7,500 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 7,500 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成18年度まで開催されていた湖山池ハーフマラソンを廃止し、制限時間の大幅延長か 
つ湖山池周辺を走るフルマラソンとしたことにより、全国各地のランニング愛好者に向け 
た魅力あるマラソン大会にグレードアップした。平成25年度にはマラソンコースを一新
し、市街地や観光名所を巡ることにより鳥取をPRできるコースとなった。
　また、実行委員会事務局を新日本海新聞社に置くことで民間の機動力とノウハウ・広告
宣伝力を生かす運営形態となっている。 
　主催　鳥取マラソン実行委員会 
　　　　（鳥取市、鳥取県、新日本海新聞社、鳥取陸上競技協会の四者で構成） 
　内容　フルマラソン 
　　　　（鳥取砂丘山陰海岸・因幡万葉の里マラソンコース、制限時間6時間） 
 
【事業の目的及び効果】 
　全国各地から参加者が集まる大会であり、歓迎・おもてなし体制を強化することにより
鳥取市の魅力を市外に広く発信するとともに、スポーツを通じた地域交流と相互理解・友
好の促進を図る。

【事業の内容・実績】 
　　　　　　平成25年度　　 　平成26年度　　 　平成27年度 
実施日　：平成26年3月16日　平成27年3月15日　平成28年3月13日（予定） 
参加人数：　　3,012人　　  　　3,394人　　　　　3,500人（募集人数） 
総事業費：　 52,738千円　　 　53,518千円　　 　57,240千円（見込） 
負担金額：　　8,000千円　　　  6,300千円　　　　7,500千円（見込） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 7,500 

総務部長段階査定額 7,500 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取マラソン開催費 ページ 299 所　　属　　名

教０８３ 項　　目　　名 鳥取マラソン開催費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,400 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 3,400 3,400 

市長段階査定額 3,400 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371  
【１０次総の施策体系】1103  
【事業の経過及び背景】 
　スポーツや文化、芸術の分野で日本のトップレベルを極めた著名人等を「夢先生」とし 
て迎え、小学5年生を対象に平成22年度より「夢の教室」を実施。年々希望 校が増加して
いる。平成26年度から、中学2年生も対象とした。  
【事業の目的及び効果】 
　実技と講義を通じて子どもたちに夢を持つことの大切さ、仲間と協力することの大切さ
を伝えることで青少年の健全育成を図る。
【事業の内容・実績】 
　授業は正規の授業2コマ（45分授業の2時限）で実施。 
　「夢先生」1名、アシスタント1名、サポートスタッフ1名で実施。 
　前半の1コマは「ゲームの時間」 
　体育館で体を動かしながら、「目的のために協力すること」「相手を思いやるこころ」 
「フェアプレーの精神」を実技の中で気づいてもらう時間。 
　後半の1コマは、「トークの時間」 
　教室で、トップアスリート「夢先生」の体験談などをもとに、夢について話し合う時間 
及び子どもたちに自分の夢を考えてもらう時間。 
　委託先：日本サッカー協会 
　経費内訳：夢先生・アシスタントの報償費、交通費、宿泊費。 
　２８年度は、２０クラスで実施予定。　　 
　　平成25年度　1,204千円（7校、12クラスで実施） 
　　平成26年度　1,355千円（8校、12クラスで実施、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち小学校6校7クラス、中学校2校5 クラス） 
　　平成27年度　1,700千円（7校、10クラスで実施）
　　　　　　　　　　　　 
＊その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 1,700 

本年度要求額 3,400 

総務部長段階査定額 3,400 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 子どものこころづくり支援「夢の教室」事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８４ 項　　目　　名 子どものこころづくり支援「夢の教室」事業費
新規
事業

-257-－ 257 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 540 諸収入 0 

計 540 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 540 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　文科省の全国体力テストでは、運動する子とほとんどしない子に二極化する傾向が明ら 
かとなっている。鳥取県の調査結果においても、特にスポーツクラブ等に所属していない 
子どもの運動実施時間の少なさが目立ち、運動時間を増やす取り組みの重要性が高まって 
いる中で、平成27年度新規事業として実施した。 
 
【事業の目的および効果】 
　鳥取市内の保育園・幼稚園等にガイナーレ鳥取の選手又は元プロサッカー選手のスタッ 
フ等を派遣して未就学児等に楽しみながら運動等を行う機会を提供することにより、子ど
もたちの健や かな身体づくり・健康づくりを図る。　 
 
【事業の内容・実績】 
　プロスポーツ選手のノウハウを生かしたサッカー教室や子どもの動きづくり教室、身体 
づくり教室を市立保育園・幼稚園などと連携して展開。 
　委託先：株式会社ＳＣ鳥取 
 
　平成２７年度　２５園（見込）

　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 540 

本年度要求額 540 

総務部長段階査定額 540 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 子どもの運動遊び推進事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８５ 項　　目　　名 子どもの身体・健康づくり推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 17,544 諸収入 0 

計 17,544 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 17,544 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成28年に岡山県を主会場として、高校総体（インターハイ）が開催される。 
　鳥取県においても、米子市で弓道、倉吉市で自転車、本市で相撲、八頭と本市でホッケ 
ーが開催されることとなっている。 
　 
【事業の目的・効果】 
　インターハイは、高等学校教育の一環として高校生に広くスポーツ実践の機会を与え、
技能の向上とスポ ーツ精神の高揚を図り、心身ともに健全な高校生を育成するとともに、
高校生相互の親睦 を図ることを目的に開催されている。
　今大会の開催を契機として、市民のスポーツに対する関心を高め、本市のスポーツの振
興・発展を図る。 
 
【事業の内容】 
　平成27年6月、鳥取市実行委員会を設立し、派遣教員2名を受け入れるとともに、H27近 
畿総体の視察、リハーサル大会の実施、先催県との事務引継などを行っている。 
　平成28年は、7月29日～8月3日ホッケー競技、8月3～5日相撲競技を開催する。 
　<経費負担（補助）割合>
　　県：2/3、会場地1/3　（ホッケー競技は会場地1/3のうち鳥取市：八頭町＝8：1）
　  平成28年度　相撲競技開催経費　35,349千円（うち本市補助金9,272千円）
　　　　　　　　ホッケー競技開催経費　32,141千円（うち本市補助金7,608千円）
　　　　　　　　実行委員会経費　2,238千円（うち本市負担金664千円）

 【事業実績】
　　平成27年度　実行委員会経費（H27.4～H28.3）1,233千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 1,233 

本年度要求額 19,086 

総務部長段階査定額 17,544 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 インターハイ運営事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８６ 項　　目　　名 インターハイ運営事業費
新規
事業

-258-－ 258 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 540 諸収入 0 

計 540 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 540 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　文科省の全国体力テストでは、運動する子とほとんどしない子に二極化する傾向が明ら 
かとなっている。鳥取県の調査結果においても、特にスポーツクラブ等に所属していない 
子どもの運動実施時間の少なさが目立ち、運動時間を増やす取り組みの重要性が高まって 
いる中で、平成27年度新規事業として実施した。 
 
【事業の目的および効果】 
　鳥取市内の保育園・幼稚園等にガイナーレ鳥取の選手又は元プロサッカー選手のスタッ 
フ等を派遣して未就学児等に楽しみながら運動等を行う機会を提供することにより、子ど
もたちの健や かな身体づくり・健康づくりを図る。　 
 
【事業の内容・実績】 
　プロスポーツ選手のノウハウを生かしたサッカー教室や子どもの動きづくり教室、身体 
づくり教室を市立保育園・幼稚園などと連携して展開。 
　委託先：株式会社ＳＣ鳥取 
 
　平成２７年度　２５園（見込）

　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 540 

本年度要求額 540 

総務部長段階査定額 540 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 子どもの運動遊び推進事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８５ 項　　目　　名 子どもの身体・健康づくり推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 17,544 諸収入 0 

計 17,544 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 17,544 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成28年に岡山県を主会場として、高校総体（インターハイ）が開催される。 
　鳥取県においても、米子市で弓道、倉吉市で自転車、本市で相撲、八頭と本市でホッケ 
ーが開催されることとなっている。 
　 
【事業の目的・効果】 
　インターハイは、高等学校教育の一環として高校生に広くスポーツ実践の機会を与え、
技能の向上とスポ ーツ精神の高揚を図り、心身ともに健全な高校生を育成するとともに、
高校生相互の親睦 を図ることを目的に開催されている。
　今大会の開催を契機として、市民のスポーツに対する関心を高め、本市のスポーツの振
興・発展を図る。 
 
【事業の内容】 
　平成27年6月、鳥取市実行委員会を設立し、派遣教員2名を受け入れるとともに、H27近 
畿総体の視察、リハーサル大会の実施、先催県との事務引継などを行っている。 
　平成28年は、7月29日～8月3日ホッケー競技、8月3～5日相撲競技を開催する。 
　<経費負担（補助）割合>
　　県：2/3、会場地1/3　（ホッケー競技は会場地1/3のうち鳥取市：八頭町＝8：1）
　  平成28年度　相撲競技開催経費　35,349千円（うち本市補助金9,272千円）
　　　　　　　　ホッケー競技開催経費　32,141千円（うち本市補助金7,608千円）
　　　　　　　　実行委員会経費　2,238千円（うち本市負担金664千円）

 【事業実績】
　　平成27年度　実行委員会経費（H27.4～H28.3）1,233千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 1,233 

本年度要求額 19,086 

総務部長段階査定額 17,544 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 インターハイ運営事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８６ 項　　目　　名 インターハイ運営事業費
新規
事業

-258-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,786 諸収入 7,370 

計 11,156 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 7,370 0 

市長段階査定額 11,156 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係　0857-20-3371  
【１０次総の施策体系】1103  
【事業の経過及び背景】 
　２０２０東京オリンピック・パラリンピックキャンプ地誘致に向けて機動的に活動する 
ため、県・市・関係競技団体・体育協会などで構成する誘致推進委員会に参画するととも 
に、会場地としてキャンプ等を受け入れるための実施委員会を組織し、キャンプ等を円滑 
に実施する。 
【事業の目的・効果】 
　キャンプ・合宿等の受け入れ及び全国規模のスポーツ大会を誘致し開催することで、東 
京オリンピック・パラリンピックでのキャンプ等誘致についての実績づくりを図る。 
【事業の内容】 
　○全国規模のスポーツ大会の企画・開催 
　・開催日未定　バードスタジアム２０周年記念サッカー大会 
　　　委託料　7,370千円 
　○全国規模のスポーツ大会開催運営補助 
　・平成２８年４月１６日～１７日　　２０１６中国・四国障害者陸上競技大会 
　　　大会予算総額1,341千円　うち鳥取市補助金186千円　 
　・平成２８年４月３０日～５月１日　第２７回日本パラ陸上競技選手権大会 
　　　大会予算総額13,950千円　うち鳥取市補助金3,100千円 
　〇国内トップチームへの合宿支援
　・平成28年6月6日～11日　全日本ホープスナショナルチーム合宿
　　　経費総額　1,500千円　うち　鳥取市負担金　500千円
【事業の実績】
　平成27年度
　　世界陸上北京大会の事前キャンプや卓球ホープスナショナルチーム合宿を誘致 
　　負担金9,051千円

　*その他財源の諸収入は、バードスタジアム国際交流基金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育振興費

前年度当初予算額 7,301 

本年度要求額 11,156 

総務部長段階査定額 11,156 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 オリンピック関連事業費 ページ 299 所　　属　　名

教０８７ 項　　目　　名 キャンプ地誘致推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 139,252 諸収入 1 

計 139,258 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 6 0 

市長段階査定額 139,258 0 

5 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【指定管理者制度開始年度】平成１８年度 
 
【事業の目的及び効果】 
　主要な体育施設に指定管理者制度を導入し、民間の経営感覚、ノウハウ等を取り入れ 
ることにより、市民サービスの向上につなげる。 
 
【事業の内容・実績】 
指定管理者により管理運営を行う。 
　①市民体育館・市民プール・千代テニス場・城北テニス場・鳥取市武道館 
　　（管理期間：H26～30）指定管理者（公募）：（一財）鳥取市教育福祉振興会 
　②鳥取市営サッカー場 
　　（管理期間：H26～30）指定管理者（公募）：（一財）鳥取県サッカー協会 
　③鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センター 
　　（管理期間：H26～30）指定管理者（公募）：（株）さんびる 
　④鳥取市弓道場 
　　（管理期間：H25～27）指定管理者（公募）：鳥取市弓道協会 
　⑤鳥取市若葉台スポーツセンター 
　　（管理期間：H25～27）指定管理者（公募）：（一財）鳥取県サッカー協会 
 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度　１４３，５７８千円 
　平成２６年度　１４７，８６０千円 
　平成２７年度　１３２，６６４千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、電気代等。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 132,664 

本年度要求額 140,251 

総務部長段階査定額 139,258 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 体育施設管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０８８ 項　　目　　名 体育施設管理費
新規
事業

-259-－ 259 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,374 諸収入 1 

計 17,062 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 688 0 

市長段階査定額 17,062 0 

687 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の開始年度】平成１６年度（市町村合併による） 
 
【事業の目的及び効果】 
　現在、鳥取市には、多目的スポーツ広場やテニス場などの屋外体育施設が３８施設あり 
、地域の身近な体育施設として多くの市民に利用されている。これら屋外体育施設の維持 
管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 
 
【事業の内容・実績】 
　修繕費、光熱水費など屋外体育施設の維持管理費 
〔屋外体育施設概要〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　多目的スポーツ広場　32ヶ所 
　テニス場　　　　　　 3ヶ所 
　ゲートボール場　　　 1ヶ所 
　グラウンドゴルフ場　 2ヶ所 
 
〔事業の実績〕 
　２５年度　１５，８８２千円 
　２６年度　１７，２７６千円 
　２７年度　２０，７８１千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、自動販売機電気代等。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 22,135 

本年度要求額 17,392 

総務部長段階査定額 17,062 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 屋外体育施設管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０８９ 項　　目　　名 屋外体育施設管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,171 諸収入 0 

計 32,932 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,961 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 32,932 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 21,800 

一般会計 【問合せ先】施設係　0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　災害時において市民の生命・財産を守るため、特に避難所として指 定している公共施設
の耐震化が急がれる。市有建築物の耐震診断の結果に応じて耐震化を推進するための補強
計画・実施計画 を行う必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　災害時に市民の安全・安心を確保するため、耐震診断結果により、耐震基準を満たして 
いないことが明らかになった体育館の耐震化を図り、災害に強いまちづくりを推進する。 
 
【事業の内容】 
　海洋の家体育館耐震改修　監理・工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 32,932 

総務部長段階査定額 32,932 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地区体育館整備費 ページ 299 所　　属　　名

教０９０ 項　　目　　名 地区体育館耐震改修等事業費
新規
事業

-260-－ 260 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,374 諸収入 1 

計 17,062 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 688 0 

市長段階査定額 17,062 0 

687 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の開始年度】平成１６年度（市町村合併による） 
 
【事業の目的及び効果】 
　現在、鳥取市には、多目的スポーツ広場やテニス場などの屋外体育施設が３８施設あり 
、地域の身近な体育施設として多くの市民に利用されている。これら屋外体育施設の維持 
管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 
 
【事業の内容・実績】 
　修繕費、光熱水費など屋外体育施設の維持管理費 
〔屋外体育施設概要〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　多目的スポーツ広場　32ヶ所 
　テニス場　　　　　　 3ヶ所 
　ゲートボール場　　　 1ヶ所 
　グラウンドゴルフ場　 2ヶ所 
 
〔事業の実績〕 
　２５年度　１５，８８２千円 
　２６年度　１７，２７６千円 
　２７年度　２０，７８１千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、自動販売機電気代等。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 22,135 

本年度要求額 17,392 

総務部長段階査定額 17,062 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 屋外体育施設管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０８９ 項　　目　　名 屋外体育施設管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,171 諸収入 0 

計 32,932 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,961 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 32,932 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 21,800 

一般会計 【問合せ先】施設係　0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　災害時において市民の生命・財産を守るため、特に避難所として指 定している公共施設
の耐震化が急がれる。市有建築物の耐震診断の結果に応じて耐震化を推進するための補強
計画・実施計画 を行う必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　災害時に市民の安全・安心を確保するため、耐震診断結果により、耐震基準を満たして 
いないことが明らかになった体育館の耐震化を図り、災害に強いまちづくりを推進する。 
 
【事業の内容】 
　海洋の家体育館耐震改修　監理・工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 32,932 

総務部長段階査定額 32,932 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地区体育館整備費 ページ 299 所　　属　　名

教０９０ 項　　目　　名 地区体育館耐震改修等事業費
新規
事業

-260-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 7,076 

計 7,076 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 7,076 0 

市長段階査定額 7,076 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　本市をあげて２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの事前キャンプ誘致に取り
組んでおり、そのためにはより国際試合に適合したスタジアムへと整備する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　観客・利用者の利便性を高めるとともに、より国際化に適合した高水準のスタジアムへ
と整備し、より多くの利活用がなされる施設とする。

【事業の内容・実績】
　バードスタジアム　トイレ洋式改修　７，０７６千円

〔事業の実績〕
　平成２７年度　１０，１５０千円（見込）
　　　　　　　　　・とりぎんバードスタジアム空調設備更新
　　　　　　　　　・若葉台スポーツセンター夜間照明修繕等

　*その他財源の諸収入は、バードスタジアム国際交流基金。
　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 7,076 

総務部長段階査定額 7,076 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 サッカー場整備費 ページ 299 所　　属　　名

教０９１ 項　　目　　名 サッカー場整備費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 13,349 諸収入 4 

計 13,677 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 328 0 

市長段階査定額 13,677 0 

324 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の開始年度】平成１６年度(市町村合併による） 
 
【事業の目的及び効果】 
　現在、海洋センターは新市域に、佐治、気高、鹿野の３施設があり、地域の身近な体育 
施設として多くの市民に利用されている。 
　これら海洋センターの維持管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 
 
【事業の内容・実績】 
　日々雇用職員賃金、修繕費、光熱水費などの維持管理費 
 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度　１１，８３０千円 
　平成２６年度　１１，０３４千円 
　平成２７年度　１３，２７９千円（見込）

　*その他財源の諸収入は、コピー代。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 13,279 

本年度要求額 13,677 

総務部長段階査定額 13,677 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 海洋センター管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０９２ 項　　目　　名 海洋センター管理費
新規
事業

-261-－ 261 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,967 諸収入 15 

計 8,435 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 468 0 

市長段階査定額 8,435 0 

453 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の開始年度】平成１６年度（市町村合併による） 
 
【事業の目的及び効果】 
　現在、鳥取市の直営施設となっている国府町農村勤労者福祉センタープール、河原市民 
プールの維持管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 
 
【事業の内容・実績】 
　修繕費、光熱水費、火災保険料ほか施設の維持管理費 
 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度　８，７６７千円 
　平成２６年度　７，５９０千円 
　平成２７年度　８，２８９千円（見込）

＊その他財源の諸収入は、自動販売機電気代。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 8,289 

本年度要求額 8,443 

総務部長段階査定額 8,435 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 プール管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０９３ 項　　目　　名 プール管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

前年度当初予算額 1,309 

【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182
 
【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　①子どもの読書活動の推進に関する法律（平成13年12月制定） 
　②文字・活字文化振興法（平成17年7月制定） 
　③活字離れに対する危惧が議論 
　④平成18年度「鳥取市子どもの読書活動推進計画」を策定。（27年度に第3次計画策
定） 

【事業の目的及び効果】 
　読書の推進、読み聞かせボランティアの養成により、幅広い世代の市民が本に親しむ機 
会を得、自ら考え、行動するために必要な知識や情報を得て自己実現を図るとともに、生 
涯にわたって心豊かな暮らしを送るため。また、地域文化の発展に寄与するため。 

【事業の内容・実績（3年間）】 
　①各図書館で毎週定期的に「おはなし会」を実施 
　②絵本の読み聞かせ等ボランティア養成講座を実施 
　③保健センターが行なうブックスタート事業に協力
  ④文字・活字文化の日、子ども読書の日記念事業などの実施 
　 
　25年度：　839千円（気高図書館10周年記念事業） 
　26年度：　830千円（用瀬図書館25周年記念事業） 
　27年度：1,309千円（見込）（読書通帳の作成） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

本年度要求額 823 

一般会計

款 教育費

項 社会教育費

目 市民図書館費

その他

総務部長段階査定額 823 その他財源の内訳

事業の概要　会計名

予算書項目 地域社会教育活動総合事業費 ページ 287 所　　属　　名

教０９４ 項　　目　　名 地域社会教育活動総合事業費

教育委員会事務局 
市立図書館年度 H28

新規
事業

一般財源 823 諸収入 0 

計 823 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他

0 0 地方債

0 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

市長段階査定額 823 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

-262-－ 262 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,967 諸収入 15 

計 8,435 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 468 0 

市長段階査定額 8,435 0 

453 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の開始年度】平成１６年度（市町村合併による） 
 
【事業の目的及び効果】 
　現在、鳥取市の直営施設となっている国府町農村勤労者福祉センタープール、河原市民 
プールの維持管理を行い、市民の体育振興と健康増進に寄与する。 
 
【事業の内容・実績】 
　修繕費、光熱水費、火災保険料ほか施設の維持管理費 
 
〔事業の実績〕 
　平成２５年度　８，７６７千円 
　平成２６年度　７，５９０千円 
　平成２７年度　８，２８９千円（見込）

＊その他財源の諸収入は、自動販売機電気代。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 保健体育費

目 体育施設費

前年度当初予算額 8,289 

本年度要求額 8,443 

総務部長段階査定額 8,435 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 プール管理費 ページ 299 所　　属　　名

教０９３ 項　　目　　名 プール管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

前年度当初予算額 1,309 

【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182
 
【１０次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　①子どもの読書活動の推進に関する法律（平成13年12月制定） 
　②文字・活字文化振興法（平成17年7月制定） 
　③活字離れに対する危惧が議論 
　④平成18年度「鳥取市子どもの読書活動推進計画」を策定。（27年度に第3次計画策
定） 

【事業の目的及び効果】 
　読書の推進、読み聞かせボランティアの養成により、幅広い世代の市民が本に親しむ機 
会を得、自ら考え、行動するために必要な知識や情報を得て自己実現を図るとともに、生 
涯にわたって心豊かな暮らしを送るため。また、地域文化の発展に寄与するため。 

【事業の内容・実績（3年間）】 
　①各図書館で毎週定期的に「おはなし会」を実施 
　②絵本の読み聞かせ等ボランティア養成講座を実施 
　③保健センターが行なうブックスタート事業に協力
  ④文字・活字文化の日、子ども読書の日記念事業などの実施 
　 
　25年度：　839千円（気高図書館10周年記念事業） 
　26年度：　830千円（用瀬図書館25周年記念事業） 
　27年度：1,309千円（見込）（読書通帳の作成） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

本年度要求額 823 

一般会計

款 教育費

項 社会教育費

目 市民図書館費

その他

総務部長段階査定額 823 その他財源の内訳

事業の概要　会計名

予算書項目 地域社会教育活動総合事業費 ページ 287 所　　属　　名

教０９４ 項　　目　　名 地域社会教育活動総合事業費

教育委員会事務局 
市立図書館年度 H28

新規
事業

一般財源 823 諸収入 0 

計 823 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他

0 0 地方債

0 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

市長段階査定額 823 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

-262-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 28,942 諸収入 64 

計 29,006 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 64 0 

市長段階査定額 29,006 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182 
【１０次総の施策体系】1101 
【事業の経過及び背景】 
①平成18年度、3館6室館の図書館電算システムを統合（合併特例債112,500千円を活用） 
②平成24年度でシステム統合から6年が経過し、機器類の老朽化や保守対象期間外となり 
、プロポーザル方式により業者選定を行い更新。 
③平成25年度、新システムにより運用。 
④平成26年度、市立病院図書室にもシステム適用。
⑤毎年度、バージョンアップを実施し利便性を強化。 
【事業の目的及び効果】 
　図書館利用者情報などを適正に管理することで、市民等に迅速、正確、公平な図書館サ 
ービスを提供し、利便性・効率性・経済性の向上を図る。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　図書館情報管理システムの運用（3館、6室、市立病院）　　 
　①賃貸借料　　②電算関係消耗品費　　③インターネット回線使用料 
　④機器及びソフトの保守業務　　⑤図書データ作成委託費 
　⑥新聞データベース記事・紙面検索サービスの運用　 

25年度：28,089千円、26年度：28,790千円、27年度（見込）：29,082千円　 
(参考：実績)　　　　　　25年度　　　　　　26年度 
　蔵書冊数　　　　　　614,625冊　　　　 623,816冊 
　利用者登録数　　　　 56,731人　　　　　59,851人 
　個人貸出　　　　　  899,132冊　　　 　886,468冊 
　団体貸出　　　　　  123,080冊　　　　 99,067冊 
　予約受付　　　　　  134,620件　　　　 136,548件 
　中央図書館入館者数　426,459人　　　   404,819人 

＊その他財源の諸収入は、図書館情報管理システム実費負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 市民図書館費

前年度当初予算額 29,082 

本年度要求額 29,006 

総務部長段階査定額 29,006 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
市立図書館年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 図書館情報管理システム処理費 ページ 287 所　　属　　名

教０９５ 項　　目　　名 図書館情報管理システム処理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 168 諸収入 0 

計 168 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 168 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
（1）移動図書館車（こだま号）の耐用年数が平成29年度に15年を迎える。 
（2）移動図書館車のサービス拠点を見直し、新たな拠点の開拓。 
（3）図書館整備が地区要望で上がっていた人口集中地区（湖山・末恒）のサービス拠点 
の増加策 
 
【事業の目的及び効果】 
（1）試行的に、コンビニで24時間図書館資料を受け取れるようにすることで、図書館の 
サービス拠点となり得るか費用対効果を含め検討する。 
（2）移動図書館車のサービス拠点をコンビニに振り替えることで、新たなサービス拠点 
や、移動図書館車の更新・機能を検討する。 
 
【事業の内容】 
　湖山地域のコンビニ（1カ所）で、図書館資料の取次を行う。 
　　【参考】実施済の自治体　所沢市（7カ所） 等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項 社会教育費

目 市民図書館費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 168 

総務部長段階査定額 168 その他財源の内訳

0 

教育委員会事務局 
市立図書館年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 事務費等 ページ 287 所　　属　　名

教０９６ 項　　目　　名 コンビニ取次サービスモデル事業費
新規
事業
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